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Ⅰ 公共用水域及び地下水の水質汚濁防止に関する規制の概要 

 神戸市内における工場・事業場を対象とした公共用水域及び地下水の水質汚濁に関する規制には、

主に「水質汚濁防止法」、「瀬戸内海環境保全特別措置法」、兵庫県「環境の保全と創造に関する条例」

（以下「県条例」）があります。 

 

１．水質汚濁防止法 

 水質汚濁防止法は、工場・事業場から公共用水域に排出される水の排出及び地下に浸透する水の浸

透の規制、生活排水対策の実施の推進等により、公共用水域及び地下水の水質汚濁の防止を図り、も

って国民の健康を保護するとともに生活環境を保全し、工場等から排出される汚水・廃液に関して人

の健康被害が生じた場合の損害賠償責任について定めることにより、被害者の保護を図ることを目的

としています。（第１条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水質汚濁防止法等に関しては、下記にお問い合わせください。 

 

 

 

 

  

届 出   

設置届 

・特定施設の設置等（第５条第１項） 

・有害物質使用特定施設の設置（地下浸透）（第５条第２項） 

・有害物質使用特定施設（上記を除く）、有害物質貯蔵指定施設の設置（第５条第３項） 

  変更届 

   ・構造等の変更届（第７条）、氏名の変更等の届出（第 10条） 

  廃止届 

   ・特定施設の廃止届（第 10条） 

  その他 

   ・特定施設等の承継届（第 11条第３項） 

   ・汚濁負荷量測定手法届（第 14条第３項） 

   ・事故時における事故の状況、講じた措置の概要等に関する届出（第 14条の２） 
 
排水規制 

 濃度規制  

・一律排水基準（法）［有害物質・生活環境項目］  

・上乗せ排水基準（兵庫県上乗せ条例※1）［有害物質・生活環境項目］ 

有害物質は全ての特定事業場、生活環境項目は日平均排水量が 30㎥以上（法では 50㎥以上。）

の特定事業場が対象 （第３条・第 14条） 

※1水質汚濁防止法第３条第３項の排水基準に関する条例 昭和 49年３月 27日兵庫県条例第 18号） 

総量規制  

・排出水の COD、窒素、りんの汚濁負荷量を規制（第 12条の２他） 

日平均排水量が 50㎥以上の指定地域内（神戸市内は全域）特定事業場が対象 
 

 事業者の責務等 

・排水基準に適合しない排出水の排出禁止（第 12条） 

・有害物質を含む排水（特定地下浸透水）の地下浸透の禁止（第 12条の３） 

・有害物質使用特定施設、貯蔵指定施設の構造、設備・使用方法に関する基準の遵守（第 12条の４） 

・排出水等の汚染状態、汚濁負荷量の測定、結果の記録・保存（第 14条第１項、第２項） 

・有害物質使用特定施設、貯蔵指定施設等の定期点検、結果の記録、保存（第 14条第５項） 

・事故における有害物質、指定物質、油を含む水の流出、地下浸透に係る応急措置の実施、事故の状況

及び措置内容等の届出(第 14条の２) 

・事業活動に伴う汚水、廃液の公共用水域への排出、地下への浸透状況の把握、汚濁防止のために必要

な措置の実施（第 14条の４） 
 
国民の責務他 生活排水対策の実施への協力（第 14条の６、第 14条の７） 
 
水質の汚濁状況の監視等 

・都道府県知事（神戸市域は神戸市長）による公共用水域等の常時監視（第 15条他） 

・緊急時には排水量減少等の措置命令（第 18条） 
 
損害賠償 無過失責任等（第19条） 
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＜水質汚濁防止法の体系図＞ 

 

  

特定施設等の設置届（法第５条①～③） 

構造等の変更届（法第７条） 

書面審査 

・排水基準に適合 

・構造基準に適合 

・排水基準に不適合 

・構造基準に不適合 

計画変更または廃止命令（法第８条①、②） 

 

計画変更 

特定施設の設置、構造等の変更 

（設置後の義務） 

・排水基準、総量規制等遵守（法第12条、第13条） 

・氏名の変更等、承継届の提出（法第10条、第11条） 

・排出水の汚染状態の測定（法第14条） 

・構造基準等の遵守等（法第12条の4他） 

排 水 基 準 違 反 汚染状態の測定未実施 

測定・点検記録等の未保管 

・排水基準、総量規制に適合しない排出水を

排出するおそれがある 

・有害物質使用特定施設等が構造基準に遵守

していない 

罰 則   

改善命令（法第13条①） 

または 

特定施設の使用・ 

排水の一時停止命令（法第13条の2①） 

改 善 ま た は 停 止 

命令違反 

立入検査 

 

事故の発生 

（有害物質、油等の漏洩） 

応急の措置および報告 

（法第14条の2①） 
応急措置命令 

 

命令違反 

命令違反 
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２．瀬戸内海環境保全特別措置法 

瀬戸内海環境保全特別措置法は、瀬戸内海の環境保全に係る施策推進のために必要な事項を定める

とともに、特定施設の規制、富栄養化による被害発生の防止、自然海浜の保全等に関する措置等によ

り、瀬戸内海の環境保全を図ることを目的としています。（第１条） 

瀬戸内海水域（神戸市は全域）に日最大排水量を合計 50 ㎥以上排出する事業場は、水質汚濁防止

法及びダイオキシン類対策特別措置法で定める特定施設を設置する場合、事前に同法の許可を受ける

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．県条例 

  県条例では、水質汚濁防止法で定める特定施設以外の施設について届出義務、瀬戸内海環境保全特別

措置法対象以外の事業場について、許可制度等が規定されています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許可申請 

・特定施設の設置（第５条第１項） 

  「特定施設」：水質汚濁防止法、ダイオキシン類対策特別措置法に規定する特定施設 

※環境に及ぼす影響についての調査の結果に基づく事前評価に関する事項を記載した書面の添付が必

要（第５条第３項） 

・特定施設の構造等の変更（第８条第１項） 

  ※設置時と同様、環境に及ぼす影響についての調査の結果に基づく事前評価に関する事項を記載した書

面の添付が必要。ただし、汚染状態が増大しない場合などは不要。 
 
届出 

・許可申請内容に関する軽微な変更（第８条第４項） 

・氏名等の変更の届出（第９条） 

・承継届（第 10条第３項） 

※「指定地域特定施設（処理対象人員が 201 人以上 500 人以下のし尿浄化槽）」は、水質汚濁防止法の

届出が必要（第 12条の２） 
 

富栄養化による被害発生の防止 指定物質排出者の報告（第 12条の５） 
 
自然海浜の保全等 

・自然海浜保全地区の指定（第 12条の 13他） 

・埋立ての配慮（第 13条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  
 
  
瀬戸内海の環境の保全に関する計画 

 瀬戸内海環境保全基本計画、府県計画の策定 
 

瀬戸内海の環境の保全に関する特別の措置 
 
  特定施設の設置の規制等   
 
   許可申請：特定施設の設置・構造等の変更―――措置命令―――罰則 
 
   事前評価：事前評価書、告示・縦覧、意見照会 
 
   届  出：氏名の変更・廃止・承継―――――――――――――罰則 

許 可  

・指定区域内の指定施設の設置（第 36条）（指定区域、禁止区域は昭和 47年兵庫県告示第 482号の 16） 

・指定施設の変更（第 39条） 
 
届 出  

・条例許可施設に係る工事完了届（第 40条） 

・条例許可施設に係る氏名の変更等の届出（第 41条）、承継届（第 42条第３項） 

・条例対象特定施設の設置等[水質汚濁防止法の横出し]（第 43条） 

・条例対象特定施設の変更届（第 44条）、氏名の変更等の届出（第 47条） 
 
設備基準  

・汚水の地下浸透・希釈処理の禁止（畜産業外）他（平成8年 3月 29日兵庫県告示第 542号他） 
 

排出基準 排水基準（平成 8年 3月 29日兵庫県告示第 542号） 
 

測定結果報告 「特定工場における公害防止組織に関する法律」対象事業場が対象（第151条） 
 

事故時の措置 事故届・事故復旧工事完了届 （第 52条） 
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Ⅱ 用語の定義 

 水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法で使用される用語の定義 

 用 語 定 義 

1 公共用水域 

河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供される水域及びこれに接続す

る公共溝渠
こうきょ

、かんがい用水路その他公共の用に供される水路（終末処理場に接

続している下水道を除く）。 

2 特定施設 

有害物質や生活環境に係る被害を生ずるおそれのある汚水又は廃液を排出する
施設で政令で定めるもの。(P51参照) 
※政令：水質汚濁防止法施行令別表第1(No.1～74)に掲げる施設 

ただし、「瀬戸内海環境保全特別措置法」では、次の施設を除きます。⇒①下水
道終末処理施設、②地方公共団体が設置するし尿処理施設（農業集落排水処理
施設を含む）、③地方公共団体が設置する廃油処理施設及び廃油処理事業の用
に供する廃油処理施設 

3 
指定地域特定施設 

 

201人以上500人以下のし尿浄化槽。 
（指定地域特定施設は、水質汚濁防止法の適用を受けます。） 

4 特定事業場 特定施設（指定地域特定施設を含む）を設置する工場又は事業場。 

5 指定地域内事業場 
指定地域（神戸市は全域が対象）内にある日平均排水量が５０ｍ３以上の特定事
業場。 

6 有害物質 
カドミウムその他の人の健康に係る被害を生じるおそれがある物質として政令で

定める物質。 (P58参照) 

7 
有害物質使用特定施

設 

有害物質をその施設において製造し、使用し、又は処理する特定施設（指定地域
特定施設を除く）。 

8 
有害物質使用特定事

業場 
有害物質使用特定施設を設置する特定事業場。 

9 貯油施設等 
政令で定める重油その他の政令で定める油を貯蔵する貯油施設、又は油を含む
水を処理する油水分離施設（特定施設を除く）。油は、次のとおりです。⇒①原
油、②重油、③潤滑油、④軽油、⑤灯油、⑥揮発油、⑦動植物油 

10 指定物質 
有害物質及び油以外の物質であって公共用水域に多量に排出されることにより
人の健康若しくは生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質として政令で
定める物質  (P58参照) 

11 指定施設 
有害物質を貯蔵し、若しくは使用し、又は指定物質を製造し、貯蔵し、使用し、若
しくは処理する施設 

12 指定事業場 指定施設を設置する事業場 

13 
有害物質貯蔵指定施

設 

有害物質を含む液状の物を貯蔵する指定施設であって、当該施設から有害物質
を含む水が地下に浸透するおそれがある施設 

14 排出水 

特定事業場から公共用水域に排出される全ての水（雨水・冷却水等を含む）。 
当該特定事業場に設置される特定施設からの排水のみならず、特定施設以外の
施設からの排水も含めて、一体として「排出水」として規制の対象となります。 
なお、雨水は排出水にあたりますが、排出水の量には算入しません。 

15 特定排出水 
指定地域内事業場から排出される水のうち、間接冷却水及び雨水等を除いた工
程排水等の総量規制の対象となる排出水。 

16 排水口 
排出水を排出する場所。 
なお、特定事業場に２以上の排水口がある場合には、個々の排水口ごとに排水
基準が適用されます。 

17 汚水等 特定施設から排出される汚水又は廃液。 

18 特定地下浸透水 
有害物質使用特定事業場から地下に浸透する水で、有害物質使用特定施設に
係る汚水等（これを処理したものを含む。）を含むもの。 

19 生活排水 炊事、洗濯、入浴等、人の生活に伴い公共用水域に排出される水。 

20 日平均排水量 １日当たりの平均的な排出水の量。 (P65参照) 

21 日最大排水量 排出水の１日当たりの最大量。 
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Ⅲ 許可・届出制度 

 工場又は事業場において、下記の施設を設置・構造変更しようとする際には、施設の種類・事業場の規

模に応じて届出又は許可が必要です。 

  

＜水質汚濁防止法・瀬戸内海環境保全特別措置法＞ 

施設の種類 

事業場等から

の水の 

排出先 

(雨水を含む） 

事業場等からの 

日最大排水量※1 
設置時の手続き 

特定施設 

（有害物質使用特定施

設を含む） 公共用水域 
 

50ｍ３未満 水質汚濁防止法 届出 第５条第１項 

50ｍ３以上 
瀬戸内海環境保全特別措置法 許可 

第５条 (設置後の軽微な変更は届出) 

指定地域特定施設 

（201人以上 500人以下

のし尿浄化槽） 

排水量は問わない 

水質汚濁防止法 届出 第５条第１項※２ 

有害物質使用特定施設 

（上記を除く） 

地下浸透 （兵庫県条例第 65条で不可） 

下水道等 水質汚濁防止法 届出 第５条第３項 

有害物質貯蔵指定施設 
公共用水域 

又は下水道 
水質汚濁防止法 届出 第５条第３項 

※１ 排水量の算出 
   排水量に雨水の量は算入しません。 
※２ 水質汚濁防止法及びダイオキシン類対策特別措置法施行令別表第１に掲げる特定施設を併設し、か

つ事業場等からの日最大排水量が 50ｍ３以上の場合は瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく手続き
も併せて必要 

 

＜県条例＞ 

施設の種類 
水の排出先 

(雨水を含む） 
手続き 

県条例施行規則別表５に掲げる施設 （P57参照) 

公共用水域 

県条例届出  

「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行令別
表１」又は県条例施行規則別表２（P57参照）に掲げる施設を
指定区域（昭和 47年４月１日兵庫県告示第 482 号の 16別表
第１に掲げる区域）に設置又は変更するとき 

（P59資料２別表第２に掲げる区域では設置できません）  

県条例許可 

※瀬戸内海環境保全

特別措置法による手

続きと重複する場合

は不要 
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１．水質汚濁防止法の届出 

   水質汚濁防止法で定める特定施設を設置する事業場（特定事業場）であり、日最大排水量が 50ｍ３未

満の事業場は、水質汚濁防止法に基づく届出が必要です。 

  水質汚濁防止法の届出要否の判定フロー（設置届の場合） 

  以下のフローで届出の要・不要をご確認下さい。 

  ＜施設とは、一定期間一定の場所に設置されているもののことです。＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定施設の構造変更や排水の水質・水量を変更等する場合、変更届が必要となります。（P7 【㋒】へ） 

また、特定施設を廃止する場合、廃止届が必要となります。（P7 【㋓】へ）詳細はご相談ください。 

 

※１特定施設とは、汚水や廃液を排出する施設として、水質汚濁防止法施行令別表第１（P51）に定める施設

を指します。ただし、施設内で循環使用等により系外に全く汚水を排出しない施設は除きます。 

※２有害物質とは、水質汚濁防止法施行令第２条に掲げる物質（カドミウム等28 物質）を指します（P58）。 

※３有害物質貯蔵指定施設とは、有害物質を貯蔵する施設のうち、有害物質を含む液体を地下に浸透するお

それのある貯蔵施設のことを示します。 

※４特定事業場から公共用水域に排出水を排出しない例 

・排出水（雨水も含む）を公共下水道または共同処理施設（第 74号特定施設）に全量放流する場合 

・特定事業場が建物内にある場合（複合商業施設内のテナント等） 

 

特定施設※１ 

を設置する 

公共用水域に水を排出する

工場・事業場である 

（雨水のみも含む） 

法第５条第１項に基

づく届出が必要 

有害物質※２を貯蔵することを目的とした施設

（有害物質貯蔵指定施設）※３を設置する 

特定施設で有害物質※２を製

造・使用・処理する 

法第５条第３項に基づく届出が必要 届出不要 

する 

しない 

ある 

ない※４ 

する 

しない 

しない 

P7、8 【㋐】へ 

（記載例P34） 

 

P7、9 【㋑】へ 

（記載例P34） 

 

☆水質汚濁防止法に基づく届出とは別に 

下水道法に基づく届出が必要な場合が 

あります。 
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届出事由 届出の種類 手続きの時期 必要な様式等 

施設の設置（更新含む） 

・特定施設 ＜法第５条第１項＞ 

              ・・・【㋐】  

・有害物質貯蔵指定施設 

＜法第５条第３項＞ 

       ・・・【㋑】 

 

設置届 
工事着手の 

60日以上前 

・様式第１ 

・別紙 

５条１項：１～６ 

５条３項：12～15 

・別図１～12 

・届出の概要 

法改正等により既存の施設が新たに特

定施設等となった場合 

＜法第６条第１項、第２項＞ 

使用届 

特定施設等と

なった日から

30日以内 

上記に同じ 

施設の変更 ＜法第７条第１項＞ 

             ・・・【㋒】 

（特定施設の構造・使用方法、汚水等の処

理の方法等の変更、用水・排出水の量及び

水質等の変更、公共下水道に接続など） 

施設変更届 
工事着手の 

60日以上前 

・様式第１ 

・別紙１～15・別図１～12

のうち変更箇所 

・届出の概要 

届出者氏名・住所 （法人の場合は名称・

所在地）、事業場名称・所在地の変更  

＜法第 10条＞ 

氏名等変更届 
変更した日か

ら30日以内 

・様式第５ 

（又は神戸市公害関係法

令共通様式） 

届出者の地位を承継（施設の譲り受け・

借受・相続・法人合併・分割等） 

＜法第 11条第３項＞ 

承 継 届 
承継した日か

ら30日以内 

・様式第７ 

（又は神戸市公害関係法

令共通様式） 

測定手法の届出（新規・変更） 

※総量規制対象事業場のみ(P21参照) 

＜法第 14条第３項＞ 

汚濁負荷量 

測定手法届 
あらかじめ 

・様式第 10 

・別紙１～３ 

施設の使用廃止  ＜法第 10条＞ 

             ・・・【㋓】 

施設全部廃止の場合を除き、事前に排出

水量等の変更届が必要 

使用廃止届 
廃止した日か

ら30日以内 

・様式第６ 

※土壌汚染対策法の手

続きが必要な場合があ

ります。(P32) 

（備考） 

・上記届出については、原則e-kobeによる電子申請で行ってください。 

・特定施設、貯蔵指定施設の設置及び変更は、原則として届出受理後、60 日を経過した後でなければ着工

できません。書類審査の結果、規制内容に適合しないと認めるときは計画変更又は計画廃止を命じられる

ことがあります（第８条、第８条の２）。 

・ただし、届出に係る事項の内容が相当である（構造基準、排出基準等に適合）と認められるとき（神戸市

では、審査終了日以降）は、着工制限期間の短縮が可能です。 

（その他の届出）  

法改正等により既存の事業場が新たに総量規制対象事業場となった場合は「排出水の排水系統別の汚

染状態及び量の届出書（法第６条第３項）」等が必要です。 
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＜書類の作成要領＞（記載例はP34へ） 

・届出は原則 e-kobeによる電子申請で行ってください。 

・届出者は、公共用水域に水を排出する者です（法人にあっては代表者）。 

☆届出用紙は下記のホームページからダウンロード出来ます。 

https://www.city.kobe.lg.jp/a66958/business/kankyotaisaku/mizu1/suishitsukise.html 

１）設置（使用・変更）届出書（許可申請書）の別紙 

別

紙 

工場又は

事業場の

概要 

届出（許可

申請）の概

要 

・工場又は事業場の概要：主な製品名、稼動日数、担当部署など、基本的情報を記入する。

有害物質を製造・使用・処理している場合には、その物質名・使用量等を記入する。 

・届出（許可申請）の概要：特定施設の設置（使用・変更）の理由及び内容を簡潔に説明し、ま

た汚染状態・排出水量・負荷量の増減等について記入する。 

（変更届の場合は変更前・変更後の両方を対比させて記入する） 

※水質汚濁防止法・瀬戸内海環境保全特別措置法で様式が異なります。 

法第 5条第１項（特定施設）に係る届出 ・・・【㋐】 

別

紙

１ 

特定施設

の構造 

・特定施設号番号及び名称は、水質汚濁防止法施行令別表第１の該当する施設番号及びそ

の名称を記入する。 

・同型の施設を同時に複数設置する場合は、まとめて記載してよい（施設数を記入する）。 

・型式は、メーカー名・機種名を記入する。 

・構造は、施設の主要部分の材質を記入し、汚水等の汚染状態に影響を与えるおそれがあ

る部分の材質については、必ず記入する。 

・能力は、施設の公称最大能力を記入する。 

・有害物質使用特定施設の場合は、その他参考となるべき事項の欄に、使用物質名・使用

量、施設の床面及び周囲の構造等を記入する。 

別

紙

１

の

２ 

特定施設

の設備 

（有害物質使用特定施設のみ必要） 

・特定施設に付帯する配管等の設備について記載する。 

・漏洩検知設備等がある場合は構造欄に記載する。 

・配置の欄には付帯設備の配置を記載する。地下に設置されている場合はその旨を記載す

る。（※瀬戸内海環境保全特別措置法に係る申請書別紙７に相当します。） 

別

紙

２ 

特定施設

の使用の

方法 

・汚水等の汚染状態の欄には、操業状態を考慮して計画値を記入する。排水基準に定めら

れた事項のうち、ＣＯＤ、Ｔ－Ｎ（窒素）、Ｔ－Ｐ（りん）、使用又は発生等の可能性のある有害

物質等については必ず記載する。 

※原料に含有、副生成等により存在すると推定されるものも記載すること。 

・有害物質使用特定施設の場合は、その他参考となるべき事項の欄に、使用物質名・使用量

を必ず記入する。 

別

紙

３ 

汚水等の

処理の方

法 

・設置（変更）しようとする特定施設から排出される汚水等を処理するもの全てを記入する。 

・し尿処理施設（72 号）のように、処理施設自体が特定施設である場合は、別紙 1･2 と別紙３

両方に同じ内容を記載する。 

・汚水等の汚染状態及び量の欄には、別紙２で記載した項目について同様に記入する。 

・排出水の排出方法は、排出口の位置・数・排出先も含めて記入する。 

・残さの処理方法で、業者等に委託する場合は、その旨をを記入する。 

別

紙

４ 

排出水の

汚染状態

及び量 

・排出水の汚染状態の欄には、別紙２・別紙３と同様に記入する。 

※排水基準に定められた事項のうち、特定施設等にかかわらず、事業場内で使用するなど

排出水中に存在すると推定される項目について全て記載する。 

・公共用水域に排出する全ての排水口（排水基準が適用される場所。雨水専用排水口も含

む）を記入する。 

・その他参考となるべき事項には、排出先の公共用水域（河川名等）を記入する。 
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別

紙

５ 

排出水の排

水系統別の

汚染状態及

び量 

・指定項目の別（ＣＯＤ、窒素、りんの３項目）に作成する。 

・業種その他の区分が同じであっても、排水口別・特定排水区分別（特定排出水、間接冷却

水、減圧用排水、生活排水、その他）・業種区分別に、詳細に分けて記入する。コード番号は

「第９次水質総量規制関係資料」参照。 

別

紙

６ 

用水及び

排水の系統 

・系統のフロー図には、水量（最大値・通常値の両方）を記載する。 

・用途は、「原料用水」「洗浄用水」「冷却用水」「ボイラー用水」「生活用水」「その他」などに区

分する。 

・使用水は、「上水道」「工業用水」「地下水」「河川水」「海水」「その他」などに区別する。ま

た、循環使用水は、その旨を併せて記載する。 

・用水使用量は、最大値・通常値の両方を記入する。 

法第５条第３項（有害物質貯蔵指定施設・有害物質使用特定施設（第１項・第２項を除く））に係る届

出 ・・・【㋑】 

  別紙 12～15：別紙 1、１の２、２、６と同様に記載する。 

 

添付資料 

別図１ 工場付近見取図  

 

・周辺公共用水域が分かるもの。１／１万～１／２万５千程度の図面に、工場

又は事業場から主要河川（海域）に流入するまでの排水経路を明示する。 

別図２ 工場内の配置図  ・特定施設、貯蔵指定施設、その付帯設備、関連する主要機械・装置、汚水処

理施設等の配置を敷地平面図・建物各階平面図に明示する。  

（別紙１、１の２、２、３、７、８、９、12、13、14の関係資料として） 

別図３ 特定施設等の 

構造図 

・特定施設、貯蔵指定施設の立面図、平面図及びその他参考になるもの。主

要寸法（Ｌ×Ｗ×Ｈ、単位も）を明示する。 （別紙１、７、12の関係資料として） 

別図４ 有害物質使用特

定施設等の周囲の

構造図 

・有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施設の床面及び周囲の立面

図、平面図、材質その他参考になるもの。主要寸法を明示する。 

（別紙１、７、12の関係資料として） 

別図５ 有害物質使用特

定施設等の設備の

構造図 

・有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施設に付帯する配管等設備の

立面図、平面図、材質その他参考になるもの。 

・漏洩検知設備等があれば、設置箇所・検知方法に関する資料を添付する。 

（別紙１の２、13の関係資料として） 

別図６ 特定施設等を含

む操業系統図 

・特定施設、貯蔵指定施設を含む操業の系統を明示する（フローシート）。 

（別紙２、８、14の関係資料として） 

別図７ 工場排水経路図 

（排水口の位置図

を含む） 

・工場又は事業場内の排水経路（工程排水の他に冷却水、生活排水、雨水も

示すこと。）を排水系統別に平面図に明示する。 

・排水口（雨水専用排水口を含む）の位置を１／1,000～１／2,500程度の図面

に、明示する。 （別紙３、９の関係資料として） 

別図８ 汚水処理施設の 

構造図 

・立面図、平面図及びその他参考になるもの。主要寸法（Ｌ×Ｗ×Ｈ、単位も）

を明示する。 

・汚水処理施設に関連する主要機械、主要装置を含む配置図を添付する。 

（別紙３、９の関係資料として） 

別図９ 汚水等の処理 

系統図 

・汚水処理施設・関連施設をフロー図に明示する。 

水量（最大値・通常値の両方）を記入すること。（別紙３、９の関係資料として）       

別図 10 特定施設等の一

覧表 

・工場又は事業場にある全ての特定施設・有害物質貯蔵指定施設について

記入する。 

・変更後の場合、変更分だけではなく全体分を記入する。 

別図 11 有害物質取扱い

状況 

・工場又は事業場内における特定施設ごとの有害物質取扱い状況について

記載する。 
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別図 12 点検等実施方法 ・有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施設の構造について、定期点

検箇所、方法、頻度に関する一覧表を作成する。 

・同様に使用方法について、第８条の７第２号に定める「管理要領」を作成す

る。 

 

２）汚濁負荷量測定手法届出書の別紙 

別紙１ 特定排出水等の汚染状態

の計測方法、計測場所等 

・測定場所が複数あるときは，地点ごとに記入する。 

・ＣＯＤ・窒素・りんの３項目について記入する。 

・測定機器のカタログの写しを添付する。 

・排水経路図に測定点を示す。また，自動計測の場合，採取位

置，計測機器設置場所を示す。 

・換算式の検証に用いたデータ・散布図を添付する。 

別紙２ 特定排出水等の量の計測
方法、計測場所等 

・ＣＯＤ・窒素・りんの３項目について記入する。 

・排水経路図に測定点を記載する。また，流量計以外の場合，計

測場所の断面図等を記載する。 

別紙３ 特定排出水等の１日当たり

の汚濁負荷量の算定方法 
窒素・りんの届出にあわせてＣＯＤを再掲し，ＣＯＤ・窒素・りんの３

項目について記入する。 

 

 

＜参考＞変更届の区分と点検義務の区分について             点検義務についてはP26参照 

変更内容 届出の区分 点検区分 

届出対象外の施設→有害物質使用特定施設、貯蔵指定施設 

（用途変更） 

設置届 Ａ基準 

特定施設（有害物質無）→有害物質使用特定施設（種類変更） 廃止・設置届 Ａ基準 

特定施設（有害物質無）→有害物質使用特定施設（種類変更無

し） 

変更届 Ａ基準 

有害物質使用特定施設（届出済）の構造、使用方法を変更 変更届 Ａ又はＢ基準※ 

※構造・設備の一部を変更する場合、変更部分はＡ基準 

  変更されない部分については、引き続きＢ 
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２．瀬戸内海環境保全特別措置法の許可・届出 

  神戸市内では、特定施設（水質汚濁防止法、ダイオキシン類対策特別措置法に規定する特定施設）を

有し、かつ日最大排水量が 50ｍ３以上の特定事業場は瀬戸内海環境保全特別措置法の対象となります。

同法に基づく許可申請等を行った場合は、原則として水質汚濁防止法による届出は不要です。 

 但し、有害物質貯蔵指定施設・指定地域特定施設の設置・変更する場合は、水質汚濁防止法に基づく

手続きが必要です。 

許可申請・届出事由 手続きの種類 手続きの時期 必要な様式等 

特定施設の設置（更新含む） 

＜法第５条第１項＞  

 

特定施設設置 

許可申請 

工事着手の 

約３ヶ月以上前 

 

・様式第１ 

・別紙１～７(注) 

・別図１～12 

・申請の概要 

・事前評価書 

特定施設の変更  

＜法第８条第１項＞ 

（下記の軽微な変更を除く） 

特定施設変更 

許可申請 

工事着手の 

約３ヶ月（事前評

価不要の場合は

１ヶ月）以上前 

・様式第１ 

・別紙１～７(注)・別図１

～12のうち変更箇所 

・申請の概要 

・事前評価書（省略できる

場合有） 

特定施設の変更  

＜法第８条第４項・９条＞ 

 P12参照 

特定施設変更届 
変更した日から

30日以内 

・様式第２ 

・別紙１～７(注)・別図１

～12のうち変更箇所 

・申請の概要 

届出者氏名・住所 （法人の場合は名

称・所在地）、事業場名称・所在地の

変更   ＜法第９条＞ 

氏名等変更届 
変更した日から

30日以内 

・様式第５ 

（又は神戸市公害関係法

令共通様式） 

届出者の地位を承継（施設の譲り受

け・借受・相続・法人合併・分割等） 

      ＜法第 10条＞ 

承 継 届 
承継した日から

30日以内 

・様式第８ 

（又は神戸市公害関係法

令共通様式） 

施設の使用廃止  

（全廃の場合を除き、事前に変更届出

書が必要） ＜法第９条＞ 

特定施設 

 使用廃止届 

廃止した日から

30日以内 

・様式第７ 

※土壌汚染対策法の手

続きが必要な場合があ

ります。(P32) 

許可申請をした施設の工事が完了 

（確認後でなければ施設を使用してはなら

ない) 

工事完了届 遅滞なく ・兵庫県条例規則様式第４ 

この他に、法改正等により、既存の施設が新たに特定施設となった場合は「特定施設使用届出書」（第７条

第２項）の提出が必要です。 

上記届出については、原則 e-kobeによる電子申請で行ってください。 

(注) 瀬戸内海環境保全特別措置法申請に係る別紙１～６は、水質汚濁防止法に係る別紙１～６（１の２

を除く）に相当します。 

＜書類の作成要領＞ 

  水質汚濁防止法第５条第１項に係る届出と同様です（P8を参照してください）。 

  但し、別紙１の２については、瀬戸内海環境保全特別措置法で定める別紙７を使用してください。 
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＜施設の設置・変更に伴う許可申請・届出の区分について＞ 

  施設を設置・変更する際は、内容に応じて手続き方法が異なりますのでご注意ください。 

１）設置許可申請の対象 

日最大排水量が50㎥以上の事業場で、新たに特定

施設を設置するとき 

特定施設設置許可申請 

 

特定施設を設置することにより、新たに事業場か

らの日最大排水量が 50㎥以上となる場合 

特定施設設置許可申請 

（既存を含め、全施設の許可申請が必要） 

水量の増加により、新たに事業場からの日最大排

水量が50㎥以上となる場合 

特定施設設置許可申請 

（既存を含め、全施設の許可申請が必要） 

特定施設を設置する事業場において、指定地域特

定施設を設置することにより、日最大排水量が 50

㎥以上となるとき 

特定施設設置許可申請（指定地域特定施設以外

の施設について） 

指定地域特定施設の設置届出（水質汚濁防止

法） 

・既存の施設の用途変更や使用原材料の変更によって、新たに特定施設に該当するようになった場合や、

特定施設の分類番号が変わる時は新規設置扱いになります。 

・特定施設の設置に伴い、汚水処理施設や排出水量などが変わる場合には、同時に変更許可申請が必要 

です。 

・既存施設の更新（入換え）は、新規設置・廃止の手続きが必要です。 

 

２）変更許可申請・届出の対象 

①変更許可申請対象＜法第８条第 1項＞ 

変 更 箇 所 変更しようとする事項 

特 定 施 設 

型式、構造、主要寸法、能力、配置、設置場所 

操業系統、使用時間、季節的変動など 

原材料の種類、量など 

汚水量、水質 

汚 水 処 理 施 設 

（指定地域特定施

設を含む） 

設置場所、種類、型式、構造、主要寸法、能力、処理方式、処理系統、 

特定施設から処理施設までの集水・導水方法 

使用時間、季節的変動など 

中和・凝集等に使用する反応資材の種類、量など 

処理水量、水質（処理前、処理後とも）、残さの種類、量、処分方法など 

排水口、排水系統 

各排水口からの排出水量（水量の減少を含む） 

各排水系統の水量、排水経路 

排水口からの排出水の排出方法、放流先（下水道への接続も変更許可） 

排水口の位置、数 

変更により排水量が 50㎥/日未満になる場合は、瀬戸内海環境保全特別措置法第８条の変更許

可申請手続きを行うことにより、以後は水質汚濁防止法対象事業場となります（同法の変更届は

不要）。 

 

②変更届対象 

＜法第８条第４項＞次のいずれかを変更したとき 
①様式第１の別紙１～３までの「その他参考となるべき事項」の欄に記載した事項 
②様式第１の別紙４・５の「その他参考となるべき事項」の欄に記載した事項（排出水の量又は排水系統別 

の水量に係るものに限る） 

＜法第９条＞次のいずれかを変更したとき 

①許可に係る排出水の汚染状態（排水系統別の汚染状態を含む。）のみに変更があった場合。 

②用水量、用水及び排水の系統に変更があった場合。 

③有害物質使用特定施設の設備に変更があった場合。 
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＜参考＞会社承継・合併・分立時の手続き 

承継等の条件 必要な手続 

１ 

瀬戸法Ａ⇒水濁法Ｂ＋水濁法Ｃ 
（Ａによって設置された瀬戸法対象施設が、
Ｂ・Ｃに分離承継された結果、いずれも水濁
法対象施設になったことを表す。以下同様。） 

Ａ：手続不要 

Ｂ：水濁法第 11条の承継届出 

Ｃ：水濁法第 11条の承継届出 

２ 瀬戸法Ａ⇒水濁法Ａ＋水濁法Ｂ 
Ａ：瀬戸法第８条の変更許可申請 

Ｂ：水濁法第 11条の承継届出 

３ 瀬戸法Ａ⇒瀬戸法Ｂ＋水濁法Ｃ 

Ａ：手続不要 

Ｂ：瀬戸法第 10条の承継届出 

Ｃ：水濁法第 11条の承継届出 

４ 瀬戸法Ａ⇒瀬戸法Ａ＋水濁法Ｂ 
Ａ：瀬戸法第８条の変更許可申請 

Ｂ：水濁法第 11条の承継届出 

５ 瀬戸法Ａ＋水濁法Ｂ⇒瀬戸法Ａ 
Ａ：Ｂ部分の瀬戸法第５条の設置許可申請 

Ｂ：手続不要 

６ 水濁法Ａ＋瀬戸法Ｂ⇒瀬戸法Ａ 

Ａ：Ａ部分の瀬戸法第５条の設置許可申請及びＢ部分の

瀬戸法第 10条の承継届出 

Ｂ：手続不要 

７ 瀬戸法Ａ＋瀬戸法Ｂ⇒瀬戸法Ａ 

Ａ：瀬戸法第８条の変更許可申請及び瀬戸法第 10条の承

継届出 

Ｂ：手続不要 

８ 水濁法Ａ＋水濁法Ｂ⇒瀬戸法Ａ 
Ａ：全施設の瀬戸法第５条の設置許可申請 

Ｂ：手続不要 

 
＊ 水濁法：水質汚濁防止法  

瀬戸法：瀬戸内海環境保全特別措置法 
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＜事前評価制度について＞ 

   事業者は、当該許可申請により汚濁負荷量が増加する場合は、公共用水域への影響を事前評価し、

その結果を３週間公衆に縦覧する等の手続きが必要です。 
 

１）事前評価の要・不要 

 事前評価書不要 
事前評価書要 

将来予測を省略可 将来予測が必要 

要  件 

変更許可申請であり(１)～(3)のいずれ
かに該当するもの 

(1)次のすべてに該当するもの 

① 汚水等を処理していないときは、
特定施設使用時に汚水等の水量・
水質のいずれも増加しないこと 

汚水等を処理しているときは、処
理後の水量・水質のいずれも増加
しないこと 

② 排水口の位置・数、排出水の排
出の方法に変更がないこと 

 

(2)次のすべてに該当するもの 

① 各排水口における水量・水質の
いずれも増加しないこと 

② 排水口の位置・数、排出水の排
出の方法に変更がないこと、又は
廃止すること 

 

(3)次のすべてに該当するもの 

 ① 各排水口における水量・水質の
いずれも増加しないこと 

 ② 冷却用、減圧用等の排出口にお
ける排出水の排出の方法のみ変更す
る 

次のいずれかに該当するもの 

①  設置許可申請により、排出
先ごとの汚濁負荷量が増加し
ないもの ＜注※＞ 

②  変更許可申請により、排出
先ごとの汚濁負荷量が増加
しないもの ＜注※＞ 

 

＜注※＞ 

 「排出先ごとの汚濁負荷量が増
加しない」とは、排出水の放流先
の水域が２以上ある場合は、その
いずれの水域においても汚濁負
荷量が増加しないときをいう 

左記以外のもの 

（汚濁負荷量が増

加） 

必要部数 ― １部 １～５部※ 

申請概要の告示 ― 神戸市公報に掲載 

関係府県知事・市町
村長へ意見照会 

― ― 
告示文と事前評価

書を送付 

事前評価書の縦覧、
利害関係者の意見
書提出 

― 告示日の翌日から３週間 

周辺公共用水域の
範囲の決定 

― 省略可 
最大排出水量から

決定 

現況水質の測定 ― 

既存資料を利用してよい 

既存資料がない場合は代表的な

一点 

必 要 

将来水質の予測 ― 不 要 必 要 

※関係府県市の数によって部数が異なりますのでご相談ください。 
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２）手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３）事前評価書の作成方法    

項 目 作成要領 

表 紙 
・日付、申請者の住所及び氏名、工場又は事業場の所在地及び名称

は、許可申請と同じ表現を用いること。 

１ 許可申請書の概要 

１－（１） 
・特定施設の設置（変更）の理由及び内容を簡潔に説明し、水量及び

汚染状態の増減について記入する。 

・変更の場合は、変更前と変更後の両方を記入する。 

・水量及び汚染状態が増加する場合は、１－（２）は記入しなくてよい。 

・許可申請の別紙１、別紙２の内容と矛盾しないこと。 
１－（２） 

２ 工場又は事業場からの

排水経路並びに工場又は

事業場の排水口の位置及

び数 

２－（１） 

・工場又は事業場から公共用水域までの排水経路を、別図１に記入す

る。 

・工場又は事業場内の排水経路・排水口（雨水を含む。）を、別図２に

記入する。 

２－（２） ・排水系統・排水経路を、水量を含めてフロー図に記入する。 

設置許可申請 変更許可申請 

事前評価の実施 事前評価書が不要となる 

要件に該当するか 

将来予測の実施 将来予測不要 

（神戸市の既存測定結果等を利用） 

許可申請書及び 

事前評価書を提出 

形式審査後受理 

（約30日） 

・告示（神戸市公報に掲載） 

・縦覧（環境保全課窓口） 

・瀬戸内海沿岸関係府県市へ 

照会 ⇔ 府県市から回答 

（約3週間） 

変更許可申請書提出 

内容審査 

（約30日） 

不許可決定 

通知書交付 

許可通知書 

許可書交付 

着工 

工事完了届提出 

汚濁負荷量が 
増加する 

汚濁負荷量が 
増加しない 

該当しない 

該当する 
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３ 工場又は事業場の各排水口にお

ける排出水の汚染状態の通常の値及

び最大の値、当該排出水の１日当たり

の通常の量及び最大の量並びに当該

排出水の汚濁負荷量 

・申請に関連する排水口の水量・水質・汚濁負荷量の増減を記入す

る。 

・許可申請の別紙４の内容と矛盾しないこと。 

・排水口が２か所以上ある場合は、全体の水量・汚濁負荷量の増減を

下段に記入する。（全体の水質は、加重平均値とすること。） 

４ 工場又は事業場の排水

口の周辺の公共用水域に

ついて定められている水質

汚濁に係る環境基準その

他水質汚濁に係る環境保

全上の目標に関する事項 

４－（１） 
・水質汚濁に係る環境基準について（昭和４６年環境庁告示第５９号）

別表１「人の健康の保護に関する環境基準」を記載する。 

４－（２） 

・排出先の河川・海域それぞれについて記入する。 

・環境基準点が設定されていない場合は、無記入でよい。 

・環境基準類型も設定されていない場合は、基準値とあわせて無記入

でよい。 

・基準値の詳細は、神戸市環境局に確認すること。 

４－（３） 
・ダイオキシン類対策特別措置法に基づく環境基準を記載する。 

・また、４－（１）、（２）以外に定められている場合、記入する。 

５ 周辺公共用水域の水質

の現況及び排出水の排出

に伴い予測される周辺公

共用水域の水質の変化の

程度 

５－（１） 

・河川域・海域にわけて測定点ごとに２～３日分（最低 1 週間間隔で２

～３時期（排水量による。）各１日以上）の各測定値、日平均値、総平均

値及び将来水質を記入する。 

・将来水質予測を省略できる場合には、神戸市等が実施した既存測定

結果を利用してよい。 

・将来水質予測を省略できる場合で、既存測定結果がない場合には、

代表的な１点で１日３回測定し、その値を記入する。 

５－（２） 利水状況の概要（用途、規模等）を記入する。 

５－（３） 

・汚濁負荷量の増加の有無を記入する。 

・汚濁負荷量が増加する場合には、公共用水域での影響範囲を記入

し、予測計算を行う。 P17参照。 

６ その他当該特定施設の設置等が

環境に及ぼす影響についての事前評

価に関し参考となるべき事項 

・事故防止対策、公害防止体制、汚水処理施設の維持管理体制につ

いて記入する。 

別図１ （工場付近見取図、工場から

公共用水域までの排水経路図） 

・周辺公共用水域がわかる地図に、工場の位置、排水経路、水質測定

点、環境基準点、上水・農業用水等の取水点、養殖場等の利水点等を

記入する。 

別図２ （工場内の排水経路図） 
・工場内の全排水経路・全排水口（雨水も含む。）位置を記入した平面

図に、申請に係る排水口を明示する。 

 

 

４）将来予測の方法 

将来予測は、下記の事項に留意のうえ、河川域又は海域の事前評価に記載されている方法によ

り実施すること。 

＜留意事項＞ 

・感潮域の取扱い 

河川の感潮域は、河川域として取扱う。 

・暗渠に排出するとき 

暗渠に排出水を排出するときは、その開口部を排水口の位置とみなして将来予測を行って

もかまわない。 

・水素イオン濃度、溶存酸素量の将来予測 

水素イオン濃度、溶存酸素量は、原則として将来予測を行わず、現況水質を測定するのみ

でよい。 
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①河川域の事前評価 
 

 将来予測が必要な場合 
将来予測を省略

できる場合 

周
辺
公
共
用
水
域
の
範
囲 

最下流の排水口から新設分を含む全排出水量が排出されるものと見なして、河川の

流況により次のいずれかによる。 

①河川の低水量が、河口に至るまでに最大排出水量の１００倍以上となり、十分に混合

されると予想される場合は、一様な水質となる地点までとする。 

②河川の低水量が河口に至っても最大排出水量の１００倍未満である場合、又は、 

１００倍以上あっても十分に混合されないと予想される場合は、河川域及び河口の流

心に排水口があると仮定して、海域の式にあてはめて求めた円内海域の両方とす

る。 

周辺公共用水域

の範囲の決定を

省略できる。 

現
況
水
質
の
測
定 

測定点 

の位置 

① 周辺公共用水域の直上流 

② 最下流の排水口の直下流（事業場の新設の場合は不要） 

③ 支流等により流量が変化するすべての地点 

④ 下流端（最大排出水量の１００倍以上となる地点） 

神戸市などが実

施した既存の測

定結果を利用し

てよい。 

既存資料がない

場合は、代表的

な１点で、１日

３回測定する。 

測定 

部位 
水面下水深の２割の深さの場所 

測定 

項目 

環境基準、排水基準などに定められている物質又は項目のうち、排出水

に関係があるもの。 

測定 

回数 

通常排水量400ｍ3／

日未満の事業場 

最低１週間間隔で２時期各１日以上、各１日に朝・

昼・夕の３回以上。河川の低水量時に近い状況のと

きに測定すること。 

通常排水量400ｍ3／

日以上の事業場 

最低１週間間隔で３時期各１日以上、各１日に朝・

昼・夕の３回以上。河川の低水量時に近い状況のと

きに測定すること。 

将
来
水
質
の
予
測 

上記の各測定点について、次式により将来水質を予測する。 

 

 

 
 

Ｓ’：河川の将来水質（ｍｇ／ℓ） 

Ｓ ：河川の低水量時の水質（ｍｇ／ℓ） 

Ｑ ：河川の低水量時の水量（ｍ３／日） 

Ｓ0  ：新設分を含む全排出水の平均水質（ｍｇ／ℓ） 

Ｑ0  ：新設分を含む全排出水の最大排出水量（ｍ３／日） 

Ｓ0’：現状での全排出水の平均水質（ｍｇ／ℓ） 

Ｑ0’：現状での全排出水の最大排出水量（ｍ３／日） 

汚濁負荷量が減

少する旨を記載

する。 

② 海域の事前評価 

 将来予測が必要な場合 
将来予測を省

略できる場合 

周
辺
公
共
用
水
域
の
範
囲 

新規に排出水量が増大する排水口の最大排出水量Ｑｍ３／日（既存分を含む。）を用い
て、新田式（下記参照）により求めた排水口を中心とする半径ｒ（新規増大排出水量が１
０,０００ｍ３／日以上のときは２ｒ）の円内の水域とする。 

ｌｏｇ（ｒ２θ／２）＝１．２２６ ｌｏｇＱ＋０．０８６・・・新田式 

ｒ：周辺公共用水域の範囲（ｍ） 

θ：拡散角度（ラジアン） 半円に一様に拡散するときはθ＝π 

Ｑ：排水口の最大排出水量（既存分を含む。）（ｍ３／日） 
・排水口が２か所以上あり、上式で求めた半径ｒ（又は２ｒ）の円内水域が重なる場合は、これらは一体のも
のとみなす。統合の方法は、神戸市環境局と協議すること。 
・河川域に排出する場合であって、周辺公共用水域の範囲が海域まで及ぶ場合は、河口の流心を円の中
心とし、新設分を含む全排出水量をＱとする。 
・運河などに排出するときであって、円が対岸にかかる場合は、運河の開口部の中心を円の中心とし、こ
れに排出される新設分を含む全排出水量をＱとする。このとき周辺公共用水域の範囲は、運河の開口部
までの部分と円内水域の両方とする。 

周辺公共用水

域の範囲の決

定を省略でき

る。 

    ＳＱ＋（Ｓ0Ｑ0－Ｓ0’Ｑ0’） 
Ｓ’＝――――――――――――― 
     Ｑ＋（Ｑ0 －Ｑ0’） 
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現
況
水
質
の
測
定 

測定点 

の位置 

新規に増大する最大排出水量によって、次のとおり測定点の位置を決定する。 

新規に増大する最大排
出水量 

測定点の位置 

１，０００ｍ３／日未満 １測線３点以上 （１／３）ｒ、（２／３）ｒ、ｒの直近の外側 

１，０００ｍ３／日以上 

１０，０００ｍ３／日未満 

３測線各３点以上 
（９点以上） 

同 上 

１０，０００ｍ３／日以上 

５０，０００ｍ３／日未満 

３測線各６点以上 
（１８点以上） 

（１／３）ｒ、（２／３）ｒ、ｒ、（４／３）ｒ、（５
／３）ｒ、２ｒの直近の外側 

５０，０００ｍ３／日以上 
３測線（４＋６＋４＝１４点）、２ｒの外側（２点×３＝６点） 計２０
点以上  ２００ｍ～５００ｍごとに設ける。 

  

神戸市などが

実施した既存

の測定結果を

利用 し て よ

い。 

既存資料がな

い場合は、代

表的な １ 点

で、１日３回測

定する。 

測定 

部位 
表層（水面下０．５ｍ）、中層（水面下２．０ｍ） 

測定 

項目 

環境基準、排水基準などに定められている物質又は項目のうち、排出水の水
質に関係があるもの。 

測定 

回数 

通常排水量 400ｍ3／日

未満の事業場 

最低１週間間隔で２時期各１日以上、各１日に１潮
汐のうちで３回以上。 

通常排水量 400ｍ3／日

以上の事業場 

最低１週間間隔で３時期各１日以上、各１日に１潮
汐のうちで３回以上。 

将
来
水
質
の
予
測 

＜新規に増大する最大排出水量が、５０，０００ｍ３／日未満の場合＞ 

上記の各測定点について、次式により将来水質を予測する 

   Ｓ’＝Ｓ１＋（Ｓ０－Ｓ１）・Ｃ 

・・・ヨーゼフ・ゼンドナー式 
 
注 ｅｘｐ｛ａ｝＝ｅａ 

Ｓ’：測定点付近の将来水質（ｍｇ／ℓ） 
Ｓ１ ：周辺公共用水域の外縁直近の外側の測定点の現況水質（ｍｇ／ℓ） 
Ｓ０ ：排出水の平均水質（ｍｇ／ℓ）ただし、一体とみなされた場合は、加重平均値 
Ｃ ：希釈率 
Ｑ ：最大排出水量（ｍ３／日） 
θ ：拡散角度 

ｄ ：排出水の混合層厚（ｍ）原則として、２ｍとする。 

ｐ ：拡散速度（ｍ／日）原則として、８６４ｍ／日とする。 

ｘ ：排水口より測定点までの距離（ｍ） 

ℓ ：排水口より周辺公共用水域外縁までの距離（ｍ） 
 

＜新規に増大する最大排出水量が、５０，０００ｍ３／日以上の場合＞ 
電算機による数値解法により算定する。その際、塩分の現状濃度分布等の計算により再現性

を十分検討すること。 
環境庁水質保全局瀬戸内海対策室長通知 昭和４９年４月９日付け環水規第７６号「瀬戸内

海環境保全臨時措置法施行規則第４条第１項の事前評価について」を参照すること。 

汚濁負荷量が

減少する旨を

記載する。 

 
 

 

 

３．県条例の許可・届出・設備基準 

１）許可申請 
指定区域内（P57 資料２ 別表第１）に指定施設※を設置する場合は、許可申請が必要です。 

瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく許可申請が必要な場合は、県条例の手続きは不要です。 

水質汚濁防止法に基づく届出と重複する場合は、県条例の許可申請も必要です。   

なお、P57資料２別表第２に定める地域には指定施設を設置することができません。 

※「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行令（昭和46年政令第264号）」別表１に 

掲げる施設又は県条例施行規則別表２(P57に掲げる施設) 
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２）届出 

   県条例規則別表５（P57）で定める施設を下記の事業場等に設置する場合は、届出が必要です。     

   ①有害物質を使用し、又は排出する工場等 ②通常の排水量が50m3／日以上の工場等  

②別表５ 106にあっては調理室の面積が100m2以上のもの 

  瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく許可申請、水質汚濁防止法に基づく届出等が必要な場合

は、条例の手続きは不要です。 

  
届出事由 届出の種類 届出の時期 必要な様式等 

特定施設等の設置       
※許可対象の施設を除く 

特定施設等 
設置届 

工事着手の 
60日以上前 

・様式第８号 

・別紙３（1）～(5) 

・別図１～８ 

特定施設等の変更 
※許可対象の施設を除く 

特定施設等 
変更届 

工事着手の 
60日以上前 

・様式第９号 

・別紙３（1）～(5)、 

別図１～８のうち変更箇所 

指定施設の設置 
 

工場等設置 
許可申請 

工事着手の 
60日以上前 

・様式第１号 

・別紙３（1）～(5) 

・別図１～８ 

指定施設の変更 
 

工場等変更 
許可申請 

工事着手の 
60日以上前 

・様式第３号 

・別紙３（1）～(5)、 

別図１～８のうち変更箇所 

工事完了の届出 ※許可対象の施設に

限る。 
工事完了届 工事完了後 ・様式第４号 

届出者氏名・住所 （法人の場合は
名称・所在地）、事業場名称・所在地
の変更  

氏名等変更届 
変更した日か
ら30日以内 

・様式第５（又は神戸市公害
関係法令共通様式） 

届出者の地位を承継（施設の譲り受
け・借受・相続・法人合併・分割等） 

承 継 届 
承継した日か
ら30日以内 

・様式第７（又は神戸市公害
関係法令共通様式） 

施設の使用廃止   使用等廃止届 
廃止した日か
ら30日以内 

・様式第６ 

(備考) 特定・指定施設の設置・変更は、届出受理後、60日を経過した後でなければ着工できません。 

ただし、届出に係る事項の内容が相当である（構造基準、排出基準等に適合）と認められるときは、 

着工制限期間の短縮が可能です。（神戸市では、受理書交付年月日以降に工事着手が可能です） 

＜書類の作成要領＞ 

  水質汚濁防止法（P8）を参照してください。 

 

 

３）設備基準 

  県条例では、規則別表第５に定める施設を設置する際、下記の設備基準を定めています。なお、

水質汚濁防止法施行令別表第１に定める施設は、全て条例規則別表第５に含まれます。 

 

畜
産
業
外 

(1)工場内においては、汚水を地下に浸透させることなく処理施設によって処理すること。 
(2)工場等の排出水に係る処理施設における処理の方法は、希釈のみによることのないように管理す
ること。 

畜
産
業 

(1)畜舎には、ふん尿等の汚物処理施設として不浸透性の汚物だめ及び汚水だめを設け、それぞれに
おおいをつけること。 
(2)畜舎から汚物だめ及び汚水だめまでの間には、不浸透性の排水溝を設けること。 
(3)畜舎には、ふん尿の固液分離等ができる施設を設けること。 
(4)汚物だめ及び汚水だめは、常に清潔を保つように管理すること。 
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Ⅳ 排水規制と測定義務 

  排水規制には、濃度規制、総量規制、地下浸透規制があり、測定・記録保存義務等が定められて

います。 

   

１． 濃度規制 

１）排水基準  

 排出水を排出する者は、排水基準に適合しない排出水を排出できません（法第12条）。   

排出水とは、特定事業場から公共用水域に排出される全ての水で、雨水や冷却水等を含みます。

また、排出口とは排水口の形態を備えているものに限らず、排出水を排出する全ての場所をいい、

全ての排出口において排水基準に適合しなければなりません。 

なお、基準には全国一律排水基準と、兵庫県が条例で定める上乗せ排水基準があり(P61)、両方

を遵守することが必要です。 

特定事業場ではない工場・事業場にあっては、兵庫県「環境の保全と創造に関する条例」で定め

る排水基準(P67)を遵守する必要があります（畜産業に係る工場等を除く）。 

〔瀬戸内海水域（神戸市内は全域）の基準適用〕 

日平均排水量 50㎥以上 30㎥以上50㎥未満 30㎥未満 

有害物質 濃度規制対象 

窒素・りん以外の生活環境項目 濃度規制対象 － 

生活環境項目のうち窒素・りん 濃度規制対象 － 

(注) 日平均排水量が50㎥以上の事業場は、濃度規制の他に総量規制も適用されます。 

 

２）測定義務 

特定施設の設置者は、排水基準が適用される項目については、年１回以上※の測定が義務付けら

れています。 

有害物質の測定は、事業場内で原材料として使用、保管する等、排出するおそれのある項目につ

いて測定が必要です（特定施設設置・変更届の別紙４への記載も必要）。その他項目についても、

排出するおそれのあるものは、測定を実施して下さい。 

測定は、汚染状態がもっとも悪いと推定される時期・時刻に実施して下さい。 

測定結果は「様式第８ 水質測定記録表」に記載し、チャート紙、試料採取記録などその他の資

料とともに、３年間保管することが義務付けられています。保管されていない場合は罰則が適用

されます。 

ただし、計量証明書等、同様の項目が記載されているものであれば、記録表への記載を省略す

ることができます。 

  ※旅館業（温泉を利用するものに限る。）において、砒素、ほう素、ふっ素、水素イオン濃度、銅含有量、

亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量及びクロム含有量の測定の回数については、３年を

超えない排水の期間ごとに１回以上。 
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２．総量規制 

 瀬戸内海等、汚濁の著しい広域的な閉鎖性水域の水質保全を目的として昭和 53 年に総量規制制

度が導入されました。 

この制度では、国が目標を設け、目標達成のため都府県が総量削減計画を策定し、総量規制基準

の遵守を事業場に義務づけること等により汚濁負荷量の削減を図るものです。 

日平均排水量が50㎥以上の特定事業場（指定地域内事業場）を対象に、COD（化学的酸素要求量）、窒

素含有量、りん含有量について、事業場ごとに汚濁負荷量の上限値が定められており、5 年ごとに見直

しされています。（現在第９次総量規制（令和４年１月24日策定）が実施。） 

なお、令和３年４月に瀬戸内海環境保全特別措置法が改正され、府県知事は窒素・りんに係る栄養塩

類管理計画を定めることができ、計画に定められた栄養塩類増加措置実施者は、総量規制基準が適用除

外となります。 

１）規制基準値の算出 

 事業場から排出される汚濁負荷量の総量規制基準値（Ｌ）は、「特定排出水」の量と、業種毎に

知事が定める値（Ｃ）から算出します。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の設置等により排水量が変更された時期 
特定排出水の呼称、（ ）内は対応するＣの呼称 
ＣＯＤ 窒素 りん 

昭和55年６月 30日までに設置 
Ｑco 

(Ｃco） 

Ｑno 

（Ｃno） 

Ｑpo 

（Ｃpo） 

法改正等により新たに特定事業場になった場合 

（使用届の対象） 

昭和 55年７月１日から平成３年６月 30日の間に施設の設置・

変更許可申請又は届出がなされ、増加した排出水量について 

Ｑci 

(Ｃci） 

平成３年７月１日以降に施設の設置・変更許可申請又は届出が

なされ、増加した排出水量について 

Ｑcj 

(Ｃcj） 

平成 14年 10月１日以降に施設の設置・変更許可申請又は届

出がなされ、増加した排出水量について Ｑni 

（Ｃni） 

Ｑpi 

（Ｃpi） 平成19年9月１日以降に施設の設置・変更許可申請又は届出

がなされ、増加した排出水量について 

 

 
Ｌ＝Ｃ×Ｑ×１０－３ 

 
Ｌ：排出が許容される汚濁負荷量 （単位：ｋｇ／日） 

Ｃ：業種毎に知事が定めるＣＯＤ，窒素含有量，りん含有量の値 （単位：ｍｇ／ℓ） 

Ｑ：「特定排出水」の量 （単位：ｍ３／日） 

※排出水（特定事業場から公共用水域に排出される水）のうち、雨水及び間接冷却

水等を除いた工程排水等 

ａ. ＣＯＤ（化学的酸素要求量）  （平成19年６月２２日付け兵庫県告示第７３３号） 

   Ｌc＝（Ｃco・Ｑco＋Ｃci・Ｑci＋Ｃcj・Ｑcj）×10－３ 

ｂ. 窒素含有量  （平成19年６月２２日付け兵庫県告示第７３４号） 

Ｌn＝（Ｃno・Ｑno＋Ｃni・Ｑni）×10－３ 

 ｃ．りん含有量 （平成19年６月２２日付け兵庫県告示第７３４号） 

    Ｌp＝（Ｃpo・Ｑpo＋Ｃpi・Ｑpi）×10－３ 
 

Ｃ値とＱ値は、特定排出水が増加した時期により、下記のとおり分類されます。 

Ｃ値については、環境保全課にお問合せください。 
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２）測定・記録保存義務 

指定地域内事業場は、特定排出水の量、ＣＯＤ、窒素含有量及びりん含有量を下記の頻度で測定

する必要があります。また、汚濁負荷量の測定結果は、汚濁負荷量測定記録表（規則様式第９）に

記録し、その結果を３年間保存する必要があります。 

  記録表への記載内容等は以下の通りです。 

(1) 測定者、計測場所及び計測時刻の欄は、試料の採取、特定排出水のＣＯＤ、窒素含有量及び

りん含有量に関する汚染状態及び特定排出水の量の計測、特定排出水の汚濁負荷量の算定等に

関してそれぞれ記載するものとし、連続的に計測する場合の計測時刻は計測の開始及び終了時

刻を記載する。 

(2) 汚染状態は、日平均の濃度とする。（日平均の濃度は１日当たりの汚濁負荷量（kg/日）を１

日当たりの排水量（ｍ3/日）で除した値とする。） 

(3) 測定場所が２以上ある指定地域内事業場については、当該測定日の最下欄に汚濁負荷量の合

計値を記載する。 

(4) 次に掲げる事項について、備考欄に記載又は汚濁負荷量測定記録表に添付する。 

(ア) 水質自動計測法及び水質簡易計測法並びに用水の量を計測することにより特定排出水の

量を計測する方法による場合の換算式(修正した場合は、その理由及び根拠） 

(イ) 水質自動計測法又は水質簡易計測法による場合は、換算式の検証の確認試験を行ったそ

の資料 

(ウ) 排水系統の状況によって雨等による降水量を分離して特定排出水の汚濁負荷量を測定す

ることが困難と認められる場合であって、降雨によって当該指定地域内事業場の測定値

の総和が総量規制基準に適合しないおそれがあるときは、操業状態から推定した特定排

出水の汚濁負荷量及び推定の根拠 

(エ) 測定機器の保守・点検等によって欠測が生じた場合にはコンポジット法、指定計測法若

しくは水質簡易計測法又は水量簡易計測法による値並びにその計測法及び保守・点検等

の内容 

(オ) その他測定結果について参考となるべき事項(測定機器のメンテナンス、軽微な故障により

データの一部が欠測となった際に欠測となった理由、時間帯及び対応方法等) 

(5) 欄外の備考に記載の「汚濁負荷量の算定の基礎となった資料」とは、個々の特定排出水のＣ

ＯＤ、窒素含有量及びりん含有量に関する汚染状態の計測値（例えば水質自動計測器によって

計測し記録する場合にあっては、その記録又は記録図）、特定排出水の量の計測値等をいい、

これらの資料を汚濁負荷量測定記録表と合わせて保存する。 

  

測定方法については、あらかじめ水質汚濁防止法第 14 条第３項に基づく「汚濁負荷量測定手法

届」の提出が必要です。また、四半期ごとに測定結果と汚濁負荷量を汚濁負荷量測定報告書に記載

し、翌月までに提出してください。  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
          

※排水口毎の測定頻度については、お問い合わせください。 

 

  

事業場の日平均排水量 測定頻度 

400ｍ３以上 排水の期間中毎日 

200ｍ３以上 400ｍ３未満 ７日を超えない排水の期間ごとに１回以上 

100ｍ３以上 200ｍ３未満 14日を超えない排水の期間ごとに１回以上 

50ｍ３以上 100ｍ３未満 30日を超えない排水の期間ごとに１回以上 
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３．地下浸透規制 

「有害物質使用特定事業場」から水を排出する者は、環境省令で定める「特定地下浸透水」を浸

透させてはならない（法第 12条の３）と定められています。 

また、特定事業場において「有害物質に該当する※」物質を含む水の地下への浸透があったこと

により、飲用等で人の健康に係る被害が生じ又は生じるおそれがあると認めるときは、「被害を防

止するに必要な限度」において地下水の水質浄化措置命令の対象となることがあります。 

 なお、「被害を防止するに必要な限度」とは、地下水の利用等の状態に応じて定める地点（測定

点）において浄化基準（複数の者が命令対象の場合は削減目標）を達成することを示します。 

 

※地下浸透した時点では有害物質に指定されていなくても、措置命令時点で有害物質に指定されている場合等 
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Ⅴ 有害物質を取り扱う工場・事業場等の規制 

有害物質を取り扱う工場・事業場においては、事故等による土壌・地下水汚染が懸念されること

から、有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施設の設置者は、構造基準、使用基準、点検義務

等を遵守する必要があります。 

 

１．構造基準 

有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施設の本体の床面・周囲、施設から接続する配管、排

水溝等（有害物質を含む水が通る部分に限る）について、構造基準が定められています。（法第 12

条の４） 

施設本体の床面・

周囲 

 

→地下への浸透、施

設外への流出を防

止するため 

 

＜規則８条の３＞ 

 次の各号のいずれかに適合するものであること。 

ただし、施設本体が設置される床の下の構造が、床面からの有害物質を含む水の漏

えいを目視により容易に確認できるものである場合にあっては、この限りでない。 

 

１ 次のいずれにも適合すること。 

イ 床面は、コンクリート、タイルその他の不浸透性を有する材料による構造と

し、有害物質を含む水の種類又は性状に応じ、必要な場合は、耐薬品性及び不浸

透性を有する材質で被覆が施されていること。 

ロ 防液堤、側溝、ためます若しくはステンレス鋼の受皿又はこれらと同等以上の

機能を有する装置（以下「防液堤等」という。）が設置されていること。 

２ 前号に掲げる措置と同等以上の効果を有する措置が講じられていること。 

 

なお、平成 24年 6月 1日時点で、既に設置済みの施設については、下記の各号のいず

れかに適合していればよい。 

１ 次のいずれにも適合すること。 

イ 施設本体が床面に接して設置され、かつ、施設本体の下部に点検可能な空間が

なく、施設本体の接する床面が規則第８条の３第１号イの基準に適合しない場合

であって、施設本体の下部以外の床面及び周囲について規則第８条の３に規定す

る基準に適合すること。 

ロ 施設本体からの有害物質を含む水の漏えい等を確認するため、漏えい等を検知

するための装置の適切な配置又はこれと同等以上の措置が講じられていること。 

２ 施設本体が、有害物質を含む水の漏えいを目視により確認できるよう床面から離

して設置され、かつ、施設本体の下部の床面が規則第８条の３第１号イの基準に適

合しない場合であって、施設本体の下部以外の床面及び周囲について規則第８条の

３に規定する基準に適合すること。 

施設に接続する

配管、継手類、フ

ランジ類、バルブ

類及びポンプ設

備 

 

→漏えい、地下への

浸透を防止し、又は

漏えい等を確認す

るため 

 

＜規則８条の４＞ 

 

 次の各号のいずれかに適合するものであること。 

 

１ 配管等を地上に設置する場合は、次のイ又はロのいずれかに適合すること。 

イ 次のいずれにも適合すること。 

(1) 有害物質を含む水の漏えいの防止に必要な強度を有すること。 

(2) 有害物質により容易に劣化するおそれのないものであること。 

(3) 配管等の外面には、腐食を防止するための措置が講じられていること。ただ

し、配管等が設置される条件の下で腐食するおそれのないものである場合にあっ

ては、この限りでない。 

ロ 有害物質を含む水の漏えいが目視により容易に確認できるように床面から離し

て設置されていること。 

２ 配管等を地下に設置する場合は、次のいずれかに適合すること。 

イ 次のいずれにも適合すること。 
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(1) トレンチの中に設置されていること。 

(2) (1)のトレンチの底面及び側面は、コンクリート、タイルその他の不浸透性を

有する材料によることとし、底面の表面は、有害物質を含む水の種類又は性状に

応じ、必要な場合は、耐薬品性及び不浸透性を有する材質で被覆が施されている

こと。 

ロ 次のいずれにも適合すること。 

(1)有害物質を含む水の漏えいの防止に必要な強度を有すること。 

(2)有害物質により容易に劣化するおそれのないものであること。 

(3)配管等の外面には、腐食を防止するための措置が講じられていること。ただ

し、配管等が設置される条件の下で腐食するおそれのないものである場合にあっ

ては、この限りでない。 

ハ イ又はロに掲げる措置と同等以上の効果を有する措置が講じられていること。 

 

（法改正等の時点で既存施設は下記でも可→点検はＢ基準） 

次の各号のいずれかに適合すること。 

１ 配管等を地上に設置する場合は、有害物質を含む水の漏えいを目視により確認で

きるように設置されていること。 

２ 配管等を地下に設置する場合は、有害物質を含む水の漏えい等を確認するため、

次のいずれかに適合すること。 

イ トレンチの中に設置されていること。 

ロ 配管等からの有害物質を含む水の漏えい等を検知するための装置又は配管等に

おける有害物質を含む水の流量の変動を計測するための装置の適切な配置その他

の有害物質を含む水の漏えい等を確認できる措置が講じられていること。 

ハ イ又はロと同等以上の効果を有する措置が講じられていること。 

施設に接続する

排水溝、排水ます

及び排水ポンプ

等の排水設備 

→地下浸透を防止

するため 

＜規則８条の５＞ 

 次の各号のいずれかに適合するものであること。 

 

１ 次のいずれにも適合すること。 

イ 有害物質を含む水の地下への浸透の防止に必要な強度を有すること。 

ロ 有害物質により容易に劣化するおそれのないものであること。 

ハ 排水溝等の表面は、有害物質を含む水の種類又は性状に応じ、必要な場合は、

耐薬品性及び不浸透性を有する材質で被覆が施されていること。 

２ 前号に掲げる措置と同等以上の効果を有する措置が講じられていること。 

 

（なお、平成 24年 67月 1日の時点で既に設置されている施設については、下記の各

号のいずれかに適合していればよい。 

１ 排水溝等からの有害物質を含む水の地下への浸透を検知するための装置又は排水

溝等における有害物質を含む水の流量の変動を計測するための装置の適切な配置そ

の他の有害物質を含む水の地下への浸透を確認できる措置が講じられていること。 

２ 前号と同等以上の効果を有する措置が講じられていること。 

地下貯蔵施設 

 

→漏えいを防止す

るため 

 

＜規則８条の６＞ 

 

次の各号のいずれかに適合するものであること。 

 

１ 次のいずれにも適合すること。 

イ タンク室内に設置されていること、二重殻構造であることその他有害物質を含

む水の漏えい等を防止する措置を講じた構造及び材質であること。 

ロ 地下貯蔵施設の外面には、腐食を防止するための措置が講じられていること。

ただし、地下貯蔵施設が設置される条件の下で腐食するおそれのないものである

場合にあっては、この限りでない。 

ハ 地下貯蔵施設の内部の有害物質を含む水の量を表示する装置の設置その他の有

害物質を含む水の量を確認できる措置が講じられていること。 
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２ 前号に掲げる措置と同等以上の効果を有する措置が講じられていること。 

 

なお、平成 24年 6月 1日の時点で、既に設置されている施設については、下記の各号

のいずれかに適合していればよい。 

１ 次のいずれにも適合すること。 

イ 規則第８条の６第１号ハに適合すること。 

ロ 地下貯蔵施設からの有害物質を含む水の漏えい等を検知するための装置又は地

下貯蔵施設における有害物質を含む水の流量の変動を計測するための装置の適切

な配置その他の有害物質を含む水の漏えい等を確認できる措置が講じられている

こと。 

２ 次のいずれにも適合すること。 

イ 規則第８条の６第１号ハに適合すること。 

ロ 有害物質を含む水の漏えい等を防止するため、内部にコーティングが行われて

いること。 

３ 前２号と同等以上の効果を有する措置が講じられていること。 
 

２．使用基準 

  有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施設の使用方法について、基準が定められています。

（法第 12条の４・規則第８条の７） 

１ 次のいずれにも適合すること。 

イ 有害物質を含む水の受入れ、移替え及び分配その他の有害物質を含む水を扱う作業は、有害 

物質を含む水が飛散し、流出し、又は地下に浸透しない方法で行うこと。 

ロ 有害物質を含む水の補給状況及び設備の作動状況の確認その他の施設の運転を適切に行うた 

めに必要な措置を講ずること。 

ハ 有害物質を含む水が漏えいした場合には、直ちに漏えいを防止する措置を講ずるとともに、 

当該漏えいした有害物質を含む水を回収し、再利用するか、又は生活環境保全上支障のないよ 

う適切に処理すること。 

２ 前号に掲げる使用の方法並びに使用の方法に関する点検の方法及び回数を定めた管理要領が明 

確に定められていること。（管理要領の作成例はP46参照）  

３．点検・記録義務 

  有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施設について、構造基準、使用方法に係る点検及び記

録義務が定められています。 

１） 施設・付帯設備の点検 

  有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施設及び付帯設備の種類ごとに、点検事項と回数が定

められています。（法第 14条第５項、規則第９条の２の２） 

  なお、規則第８条の３第２号、第８条の４第２号ハ、第８条の５第２号、第８条の６第２号（P24

参照）に規定する同等の措置を講じた設備である場合は、措置に応じた事項・回数で実施すること

が可能です。 

また、平成 24年 6月 1日の時点で、既に設置されていた施設については、法下表中のＢ基準が

適用されます。 

新設の施設 A 基準 

既存の施設 B基準（構造基準等が適合していれば、A 基準が適用可能） 
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【点検の方法】 

有害物質使用特定施設

若しくは有害物質貯蔵

指定施設又は当該施設

の設備 

点検を行う事項 点検の回数 

（ ）以外は新設施設に適用されるＡ基準 

１ 施設本体が設置さ

れる床面及び周囲 ※1 

（第８条の３ただし書に

規定する場合を除く） 

床面のひび割れ、被覆の損

傷その他の異常の有無 

１年に１回以上 

（Ｂ基準：１年に１回以上） 

防液堤等のひび割れその

他の異常の有無 

１年に１回以上 

（Ｂ基準：１年に１回以上。）  

２ 同上（第８条の３た

だし書に規定する場合に

限る） 

床の下への有害物質を含

む水の漏えいの有無 

１月に１回以上 

３ 施設本体 施設本体のひび割れ、亀

裂、損傷その他の異常の有

無 

１年に１回以上 

（Ｂ基準：１年に１回以上。） 

施設本体からの有害物質

を含む水の漏えいの有無 

１年に１回以上 

（Ｂ基準：１月に１回以上。ただし、目視又

は漏えい等を検知するための装置の適切な

配置以外の方法による施設本体からの有害

物質を含む水の漏えい等の有無の点検を行

う場合にあっては、当該方法に応じ、適切な

回数） 

４ 配管等（地上に設置

されている場合に限る。） 

配管等の亀裂、損傷その他

の異常の有無 

１年に１回以上 

（Ｂ基準：６月に１回以上。） 

配管等からの有害物質を

含む水の漏えいの有無 

１年に１回以上 

（Ｂ基準：６月に１回以上。） 

５ 同上（地下に設置さ

れ、かつ、トレンチの中に

設置されている場合に限

る。） 

配管等の亀裂、損傷その他

の異常の有無 

１年に１回以上 

（Ｂ基準：６月に１回以上。） 

配管等からの有害物質を

含む水の漏えいの有無 

１年に１回以上 

（Ｂ基準：６月に１回以上。） 

トレンチの側面及び底面

のひび割れ、被覆の損傷そ

の他の異常の有無 

１年に１回以上 

（Ｂ基準：６月に１回以上。） 

６ 同上（地下に設置さ

れ、かつ、トレンチの中に

設置されている場合を除

く。） 

配管等の内部の気体の圧

力若しくは水の水位の変

動の確認又はこれと同等

以上の方法による配管等

からの有害物質を含む水

の漏えい等の有無 

１年に１回以上※3 

ただし、配管等の内部の気体の圧力又は

水の水位の変動の確認以外の方法による

配管等からの有害物質を含む水の漏えい

等の有無の点検を行う場合にあっては、当

該方法に応じ、適切な回数で行うこととす

る。 

（Ｂ基準：配管等からの有害

物質を含む水の漏えい等の有

無） 

（Ｂ基準：１月（有害物質の濃度の測定によ

り漏えい等の有無の点検を行う場合にあっ

ては、３月）に１回以上。） 

７ 排水溝等 排水溝等のひび割れ、被覆

の損傷その他の異常の有

無 

１年に１回以上※3 

（Ｂ基準：６月に１回以上） 

(Ｂ基準：排水溝等からの有害

物質を含む水の地下への浸透

の有無） 

（Ｂ基準：１月（有害物質の濃度の測定によ

り地下への浸透の有無の点検を行う場合に

あっては、３月）に１回以上。） 
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８ 地下貯蔵施設 

 

（Ｂ基準該当施設のう

ち、規則附則第６条第１

項第２号及び第３号（第

２号と同等以上の効果を

有する措置が講じられて

いるものに限る）に該当

する施設にも適用） 

地下貯蔵施設の内部の気

体の圧力若しくは水の水

位の変動の確認又はこれ

と同等以上の方法による

地下貯蔵施設からの有害

物質を含む水の漏えい等

の有無 

 

１年に１回以上※4 

 ただし、地下貯蔵施設の内部の気体の圧

力又は水の水位の変動の確認以外の方法

による地下貯蔵施設からの有害物質を含

む水の漏えい等の有無の点検を行う場合

にあっては、当該方法に応じ、適切な回数

で行うこととする 

（Ｂ基準：同上。ただし※３を除く） 

（上段に該当しないＢ基

準対象施設） 

（Ｂ基準：地下貯蔵施設から

の有害物質を含む水の漏えい

等の有無 

（Ｂ基準等：１月（有害物質の濃度の測定に

より漏えいの有無の点検を行う場合にあっ

ては、３月）に１回以上。） 

※１ 「１ 床面及び周囲」に係るＢ基準適用施設は、「３ 施設本体」のＢ基準も併せて適用される。 

※２ 下記①又は②の場合は3年に1回以上。 

①危険物の規制に関する規則（S34総理府令55号）第62条の５の３に規定する地下埋設管であって消防法

（S23法186号）第11条第5項に規定する完成検査を受けた日から15年を経過していないものである場合 

②配管等からの有害物質を含む水の漏えい等を検知するための装置若しくは配管等における有害物質を含

む水の流量の変動を計測するための装置の適切な配置その他の有害物質を含む水の漏えい等を確認できる

措置が講じられ、かつ、有害物質を含む水の漏えい等の点検を１月（有害物質の濃度の測定により漏えい

等の有無の点検を行う場合にあっては、３月）に１回以上行う場合 

※３ 排水溝からの有害物質を含む水の地下への浸透を検知するための装置若しくは排水溝等における有害物

質を含む水の流量の変動を計測するための装置の適切な配置その他の有害物質を含む水の地下への浸透を

確認できる措置が講じられ、かつ、有害物質を含む水の地下への浸透の点検を１月（有害物質の濃度の測

定により地下への浸透の有無の点検を行う場合にあっては、３月）に一回以上行う場合にあっては、３年

に１回以上とする。 

※４ 危険物の規制に関する政令第13条第１項に規定する地下貯蔵タンク又は同条第２項に規定する二重殻タ

ンクであって消防法第11条第５項に規定する完成検査を受けた日から15年を経過していないものである場

合又は地下貯蔵施設からの有害物質を含む水の漏えい等を検知するための装置若しくは地下貯蔵施設にお

ける有害物質を含む水の流量の変動を計測するための装置の適切な配置その他の有害物質を含む水の漏え

い等を確認できる措置が講じられ、かつ、有害物質を含む水の漏えい等の点検を１月（有害物質の濃度の

測定により漏えい等の有無の点検を行う場合にあっては３月）に１回以上行う場合にあっては、３年に１

回以上とする。 

 

２） 使用方法の点検 

  使用方法に係る点検は、規則第８条の７第２号で定める管理要領（P26）からの逸脱の有無及び

これに伴う有害物質を含む水の飛散、流出又は地下への浸透の有無について１年に１回以上行い、

記録を作成することが定められています。（規則第９条の２の２、第９条の２の３） 

 

３） 記録保管義務 

  点検の結果については、下記の事項を記録して３年間保存する義務があります。 

  なお、点検により異常等が認められた場合には、直ちに補修その他必要な措置を講じなければな

りません。(規則第９条の２の２、第９条の２の３) 

１ 点検を行った有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設 

２ 点検年月日 

３ 点検の方法及び結果 

４ 点検を実施した者及び点検実施責任者の氏名 

５ 点検の結果に基づいて補修その他の必要な措置を講じたときは、その内容 
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 なお、定期点検によらず、施設の異常等が確認された場合には、次の事項を記録し、３年間保存す

るよう努めなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ その他の事業者の責務 

１．事故時の措置（法第14条の２、兵庫県条例第52条）  

  特定事業場、貯油事業場等、指定事業場（下水道接続事業場も対象）は、施設の破損（老朽化・

自然災害）、爆発・火災、人為的操作ミス等により、「有害物質」や「指定物質」、油を含む水、排水

基準に適合しないおそれがある水が排出され、人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれが

あるときは、直ちに応急措置するとともに、事故の状況・措置の概要を届け出なければなりません。 

  なお、排出基準に適合しない水が排出され、復旧に 48 時間以上かかる場合は、復旧工事完了後

速やかに兵庫県条例に基づく「事故復旧工事完了届」の提出が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

２．無過失責任 （法第 1９条） 

事業活動に伴う有害物質含有の汚水・廃液の排出又は地下浸透により、人の生命又は身体を害し

たときは、事業者は過失がなくとも、これによって生じた損害の賠償責任を負わなければなりませ

ん。 

  

＜応急措置の例＞ 

① 破損した施設への有害物質・油の供給の停止 

② 場内に流出した有害物質・油の回収 

③ 汚染した表土の除去 

④ 土のう、オイルフェンス、吸着マットの敷設等による公共用水域への流出防止 

⑤ 油処理剤の散布 

 ＜事故の報告内容＞ 

事故状況：事故の発生時刻、場所、原因、有害物質・油の流出量、周辺の状況、 

汚染の拡大の予測等 

講じた措置の概要：図面，写真等も添付してください。 

１ 異常等が確認された有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設 

２ 異常等を確認した年月日 

３ 異常等の内容 

４ 異常等を確認した者の氏名 

５ 補修その他の必要な措置を講じたときは、その内容 
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Ⅶ 罰則一覧 

１．水質汚濁防止法 

第
30

条 

・下記の命令に違反した者 

第８条： 排水基準・特定地下浸透水の基準に係る計画変更命令
等 

第８条の２： 総量規制基準に係る事前措置命令 

第13条第１項： 排水基準に係る改善命令等 

第13条第３項： 総量規制基準に係る改善命令等   

第13条の２第１項： 特定地下浸透水の浸透に係る改善命令等 

第13条の３第１項： 構造基準等に係る改善命令等 

第14条の３第１･２項： 地下水の水質浄化に係る措置命令等 

一年以下の懲役又は百万円
以下の罰金 

第
31

条 

・第12条第１項： 排水基準に違反した排出水を排出した者 

・第14条の２第４項： 事故時の措置命令に違反した者 

・第18条： 緊急時の措置命令に違反した者 

六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金（過失による

第 12 条第１項違反は三月以

下の禁錮又は三十万円以下

の罰金） 

第
32

条 

・下記の届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

第５条： 設置届 

第７条： 構造等の変更届 

三月以下の懲役又は三十万
円以下の罰金 

第
33

条 

・第６条： 使用届をせず、又は虚偽の届出をした者 

・第９条第１項： 届出受理後の工事実施制限に違反した者 

・第14条第１･２･５項： 排出水及び排出水の汚濁負荷量の測
定・記録・保管義務、構造・使用規準に係る点検結果
の記録・保管義務に違反した者 

・第22条第１項： 市職員等が求める報告を怠り、又は虚偽の報
告をした者、立ち入り検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した
者 

・第22条第２項： 汚水等の処理等に関する報告を拒否等した者 

三十万円以下の罰金 

第
34

条 

・法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務
に関し、前四条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本
条の罰金刑を科する。 

第
35

条 

・下記の届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

第10条： 氏名等変更届   第11条第３項： 承継届 

第14条第３項： 汚濁負荷量測定手法届 

十万円以下の過料 

 
２．瀬戸内海環境保全特別措置法 

第

24

条 

・下記の規定に違反した者 

第５条第１項： 設置許可 第８条第１項： 構造等変更許可 

・第11条： 上記の違反に係る措置命令に違反した者 

一年以下の懲役又は五十万

円以下の罰金 

第

25

条 

・第７条第２項： 使用届をせず、又は虚偽の届出をした者 

・第12条の５第１･２項： 市職員等の報告の求めに応じず又は

虚偽の報告をした者 

十万円以下の罰金 

第

26

条 

法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関し、前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の

罰金刑を科する。 

第

27

条 

・下記の届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

第８条第４項： 特定施設の構造等の軽微な変更届 

第９条： 氏名等変更届  第10条第３項： 承継届 

十万円以下の過料 
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３．県条例（抜粋） 

第

159

条 

許可対象施設の無許可設置、無許可変更、改善命令・

施設の使用停止等命令違反 
二年以下の懲役又は五十万円以下の罰金 

第

160

条 

計画変更命令違反、施設の構造・管理方法、処理方

法等の改善命令、作業の一時停止命令違反 
一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金 

第

161

条 

規制基準違反、改善等命令違反（一般工場に限る） 六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金 

第

163

条 

使用届の虚偽、設置届の虚偽等 二十万円以下の罰金 
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Ⅷ その他の関係法令 

１）ダイオキシン類対策特別措置法 （平成 11年法律第 105号） 

ダイオキシン類対策特別措置法で定める特定施設（廃ガス洗浄施設等）を設置（変更）しよう

とする場合は届出・測定義務等の対象となります。 

なお、瀬戸内海水域（神戸市は全域）に排出水を最大 50ｍ３／日以上排出する場合は、届出で

はなく、瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく許可が必要です。 

 

２）特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭和 46年法律第 107号） 

    製造業・電気供給業・ガス供給業・熱供給業であって、「汚水等排出施設」（同法施行令第3条

第1項参照）を設置する日平均排水量が1,000㎥以上の工場又は、「有害物質発生施設」（同別表

１）を設置し、排出水を排出する工場は、公害防止管理者等の設置・届出が必要です。                        

 

３）下水道法（昭和 33年法律第 79号） 

工場又は事業場から継続して下水を排除して公共下水道を使用する者は、当該工場又は事業場

に特定施設を設置（又は変更）しようとする場合、下水道法に基づく届出が必要です。 

 

４）浄化槽関連法令 

浄化槽を設置しようとする場合は、浄化槽法（昭和 58年法律第 43号）に基づく届出、又は建築

基準法（昭和 25年法律第 201号）に基づく確認申請が必要です。 

また、設計・構造基準は、神戸市浄化槽指導要綱（昭和 61年 10月 1日施行）を遵守してくださ

い。 

 

５）神戸市ゴルフ場農薬指導指針 （平成３年９月 20日施行） 

神戸市内のゴルフ場で使用される農薬による公共用水域の汚染を防止するため、ゴルフ場の排

出水に係る農薬の濃度に関する指針値その他必要な事項を定めています。 

事業者は、低毒性農薬等の選定や使用量の抑制に努めるとともに、指導指針値を遵守しなけれ

ばなりません。また、水質自主調査の報告、農薬使用計画報告書・使用状況報告書などについて

は神戸市への提出が必要です。 

 

６）土壌汚染対策法 （平成 14年法律第 53号） 

有害物質使用特定施設の使用を廃止した場合、当該工場･事業場の土地所有者は、土壌汚染対策

法第３条第１項の規定により土壌汚染状況調査を実施し、その結果を神戸市長に報告しなければ

なりません。ただし、施設廃止後も継続して工場等の敷地として使用する場合であって、土壌汚

染により人の健康被害が生ずるおそれがない旨の神戸市長の確認を受けた場合には、調査の実施

が一時的に免除されます。 

なお、調査の際、有害物質使用特定施設を設置していた者は、当該有害物質使用特定施設にお

いて製造、使用、又は処理していた特定有害物質の種類等の情報を調査実施機関に提供するよう

努めてください。  
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記載例１ 

特定施設（有害物質貯蔵指定施設）設置（使用、変更）届出書 
 

令和６年４月１日 

神戸市長 あて 

 

届出者 住所             

             神戸市中央区加納町○丁目○番地○号                         

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

             有限会社 神戸金属加工 

       代表取締役  神戸 太郎              

担当者 所属               氏名 神戸花子     

電話番号（０７８）３２２ －５６７８ 郵便番号 650‐1234  

 

水質汚濁防止法第５条第１項、第２項又は第 3 項（第６条第１項又は第２項、第７条）の規定により、

特定施設（有害物質貯蔵指定施設）について、次のとおり届け出ます。 

工場又は事業場の名称 神戸金属加工 ※整理番号 
 

工場又は事業場の所在地 神戸市中央区加納町○丁目○番地○号  ※受理年月日 年  月  日 

第

５

条

第

１

項

関

係 

特定施設の種類 66号 電気めっき施設 ※施設番号 

 

有害物質使用特定施設の該当の有無 有☑  無□ 
※審査結果 

 

△特定施設の構造 別紙１のとおり。 

△特定施設の設備（有害物質使用特定施設

の場合に限る。） 

別紙１の２ 

のとおり。 

※ 備  考 

△特定施設の使用の方法 別紙２のとおり。 

△汚水等の処理の方法 別紙３のとおり。 

△排出水の汚染状態及び量 別紙４のとおり。 

△排出水の排水系統別の汚染状態及び量 別紙５のとおり。 

△排出水に係る用水及び排水の系統 別紙６のとおり。 

第
５
条
第
２
項
関
係 

有害物質使用 

特定施設の種類 
 

△有害物質使用特定施設の構造 別紙７のとおり。 

△有害物質使用特定施設の使用の方法 別紙８のとおり。 

△汚水等の処理の方法 別紙９のとおり。 

△特定地下浸透水の浸透の方法 別紙１０のとおり。 

△特定地下浸透水に係る用水及び排水の系統 別紙１１のとおり。 

 

届出をしている法人の担当者名を記載 
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第
５
条
第
３
項
関
係 

有害物質使用特定施設又は 

有害物質貯蔵指定施設の別 

□有害物質使用特定施設 

□有害物質貯蔵指定施設 

 
 

 

△ 有害物質使用特定施設又は 

有害物質貯蔵指定施設の構造 
別紙12のとおり。 

△ 有害物質使用特定施設又は 

有害物質貯蔵指定施設の設備 
別紙13のとおり。 

△ 有害物質使用特定施設又は 

有害物質貯蔵指定施設の使用の方法 
別紙14のとおり。 

△施設において製造され、使用され、若

しくは処理される有害物質に係る用水

及び排水の系統又は施設において貯蔵

される有害物質に係る搬入及び搬出の

系統 

別紙15のとおり。 

備考 １ 特定施設の種類の欄及び有害物質使用特定施設の種類の欄には、令別表第一に掲げる号番号
及び名称（指定地域特定施設にあつては、名称）を記載すること。 

２ 有害物質使用特定施設の該当の有無の欄には、該当するものにレ印を記入すること。なお、有
害物質使用特定施設に該当しない場合には、別紙１の２を提出することを要しない。 

３ 有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の別の欄には、該当する施設にレ印を記入す
ること。 

４ △印の欄の記載については、別紙によることとし、かつ、できる限り、図面、表等を利用する
こと。 

５ ※印の欄には、記載しないこと。 
６ 排出水の排水系等別の汚染状態及び量については、指定地域内の工場又は事業場に係る届出書
に限って欄を設けること。 

７ 変更届出の場合には、変更のある部分について、変更前及び変更後の内容を対照させること。 
８ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本産業規格Ａ４と
すること。 
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別 紙 

（工場又は事業場の概要） 

日本標準産業分類に基づく業種 電気めっき業 

主な製品又は加工の種類 金属製品の表面処理、めっき加工  

資本の額又は出資の総額 ○○○万円 

常時使用する従業員の数 ２人 

用 途 地 域 準工業地域 

排出先・排水量 

公共下水道：全量 ・一部（                   ） 

排水量：（通常） ３m3/日，（最大）  ４m3/日 

その他：（                             ）   

排水量：（通常）    m3/日，（最大）     m3/日 

放流時間：常時，定時⇒   ８：００     ～  １８：００      

有害物質使用・保管状況 
（有・無）物質名・使用/保管量： フッ化水素酸 １㎥ 、シアン化合物 廃液１．２㎥  

別紙のとおり 

                  

指定物質使用・保管状況 
（有・無）物質名・使用/保管量： 水酸化ナトリウム 廃液 １．２㎥  

別紙のとおり  

その他汚濁物質等の 

使用・保管 

 重油 １㎥ 

その他参考となる事項 
（月間稼働日数： ２７日，定休日：日  ） 

夜間・休日緊急連絡先 部署名  ○○○              TEL ０９０－○○○○－○○○○ 

 （届出の概要） 

届出の概要及び理由 

 既設の電気めっきラインを更新する。 

   

   汚染状態：減・変わらず・増   

排出水量：減・変わらず・増 

理由：既存の施設を同規模施設に入れ替えるため、排水量等の 増減は無い。 

   

施設入替えの場合は、廃止予定施設の名称・届出年月日等、廃止予定年月日（別途廃止届が必要） 

 1号ライン（昭和55年1月20日届出済）を廃止する。（令和６年7月末撤去予定） 

添付書類（変更の場合は変更部分） 

第１項（特定施設：右記を除く） 第3項(有害物質使用特定施設[下水接続]･有害物質貯蔵指定施設） 

別紙1 特定施設の構造 有・無 別紙12 施設の構造 有・無 

別紙2 特定施設の使用の方法 有・無 別紙13 施設の設備 有・無 

別紙1の2 特定施設の設備(有害物質) 有・無 別紙14 施設の使用の方法 有・無 

別紙3 汚水等の処理の方法 有・無 

別紙15 
施設において製造され、使用され、若しくは処理され
る有害物質に係る用水及び排水の系統又は施設におい
て貯蔵される有害物質に係る搬入及び搬出の系統 

有・無 
別紙4 排出水の汚染状態の量 有・無 

別紙5 排出水の排水系統別の汚染状態の量 有・無 

別紙6 用水及び排水の系統 有・無 

＜添付図面内訳＞ 

別図1 工場付近見取図（主要河川等への放流経路を含む） 

 
別図７ 工場排水経路図（排水口の位置図を含む） 

別図2 
工場内の配置図（特定施設等、主要機械、主要装置、汚水処理施

設等の配置図） 別図８ 汚水処理施設の構造図 

別図3 特定施設等の構造図 別図９ 汚水等の処理系統図（フローシート） 

別図4 有害物質使用特定施設等の周囲の構造図 別図10 届出施設の一覧表 

別図5 有害物質使用特定施設等の設備の構造図 別図11 有害物質取扱い状況 

別図6 特定施設等を含む操業系統図（フローシート） 別図12 点検等実施方法 

分流式下水道の地域で雨水が下水処理されない

場合は原則として第5条1項届となる 
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別紙１ 

特定施設の構造 

工 場 又 は 事 業 場 

における施設番号 

 
№１ 

 

特 定 施 設 号 番 号 

及 び 名 称 
 66号 電気めっき施設  

型 式 
  めっき槽 
（○○製△△－□□） 

  

構 造 

 
 
 材質：鉄製＋塩化ﾋﾞﾆﾙﾗｲﾆﾝｸﾞ 
（構造図：別図３のとおり） 

  

主 要 寸 法 
Ｌ   Ｈ   Ｗ 
1.0×1.2m×0.7m 
（別図３のとおり） 

  

能 力 製品30kg/日   

配 置 
めっき工場棟１階 
（別図２のとおり） 

  

設 置 年 月 日 年 月 日 年  月  日 

工事着手予定年月日 令和６年９月24日 年  月  日 

工事完成予定年月日 着手後１ヶ月 年  月  日 

使用開始予定年月日 完成後 年  月  日 

そ の 他 参 考 と 
な る べ き 事 項 

床面：コンクリート（厚さ〇〇mm 
）及び樹脂コーティング 
周囲：防液堤を設け、流出を防止 
（コンクリート（厚さ〇〇mm）及び樹
脂コーティング、容量〇m2） 

 

備考 １ 配置の欄には、当該特定施設及びこれに関連する主要機械又は主要装置の配置を記載する
こと。 

    ２ その他参考となるべき事項の欄には、当該特定施設が有害物質使用特定施設に該当する場
合には、施設の床面及び周囲の構造等を記載すること。 

メーカー名、機種名等、施設を特定できる内容を

記載。 

施設の主要部分の材質を記

載し、構造図を添付。 

 

地下に設置している場合
はその旨を記載。図面を添
付。 
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別紙１の２ 

特定施設の設備 

工 場 又 は 事 業 場 

における施設番号 
№１  

特 定 施 設 号 番 号 

及 び 名 称 

  
  
 66号 電気めっき施設  

設 備 

 
地上配管、フランジ 

  

構 造 
配管：ステンレス製 
フランジ：ステンレス製 

（構造図は、別図４のとおり） 
  

主 要 寸 法 
配管：直径55mm×15m 
フランジ：径70mm×16mm  

（別図４のとおり） 
  

配 置 

 
めっき工場１階 

（配置は別図２のとおり）   

設 置 年 月 日     年 月 日 年  月  日 

工事着手予定年月日 令和６年９月24日 年  月  日 

工事完成予定年月日 着手後１ヶ月 年  月  日 

使用開始予定年月日 完成後 年  月  日 

そ の 他 参 考 と 
な る べ き 事 項 

  

  

備考 １ 有害物質使用特定施設に該当しない場合には、本様式を提出することを要しない。 
 ２ 配置の欄には、当該特定施設の設備の配置を記載すること。 

施設に付帯する配管、排水溝、ため

ます等の設備名を記載。 

 

設備欄に記載した設備の材質を記載 

検知設備を有する場合も記載。図面を添付。 

 

設備のうち、主なもの
について寸法を記載。 

 

設備が配置されている建物の名称・位置等
を記載。図面を添付。 
地下に設置されている場合はその旨を記
載。 

 

有害物質を含む水が流れない場合には、構造等に関する基準が適
用されないので、その他参考となるべき事項の欄にその旨記載 
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別紙２ 

特定施設の使用の方法 

工 場 又 は 事 業 場 

に お け る 施 設 番 号 
№１   

特 定 施 設 号 番 号 

及 び 名 称 
66号 電気めっき施設   

設 置 場 所 別図２のとおり   

操 業 の 系 統 別図５のとおり   

使 用 時 間 間 隔 8:00～18:00   

１日当たりの使用時間 ８時間   

使 用 の 季 節 的 変 動 なし   

原材料(消耗資材を含
む。)の種類、使用方法及
び１日当たりの使用量 

苛性ｿｰﾀﾞ１kg・○％液で使用 

フッ化水素酸 １kg・□％液で使用 

処理対象物：金属部品 30kg 

  

汚
水
等
の
汚
染
状
態 

種 類 ・ 項 目 通 常 最 大 通 常 最 大 

ｐＨ ５～７ ４～１０     

ＢＯＤ（㎎/L）   ３０   ４０   

ＣＯＤ（㎎/L）   ３０   ４０   

ＳＳ（㎎/L）   ４０   ５０   

Ｔ－Ｎ（mg/L）    ３    ５   

Ｔ－Ｐ（mg/L）    ０．１    ０．２   

n-ﾍｷｻﾝ抽出物質

含有量（mg/L） 

  １未満    １未満   

ふっ素（mg/L） ２００   ３００    

     

     

汚 水 等 の 量 
(ｍ３／日) 

通 常 最 大 通 常 最 大 

  ２．０   ３．０     

そ の 他 参 考 と 
な る べ き 事 項 

    

備考 汚水等の汚染状態の欄には、当該特定事業場の排出水に係る排水基準に定められた事項に
ついて記載すること。 
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別紙３ 

汚水等の処理の方法 

工場又は事業場 
における施設番号 

    排水処理施設   

処理施設の設置場所     別図２のとおり   

設 置 年 月 日 平成元年４月１０日（既設） 年  月  日 

工事着手予定年月日 年  月  日 年  月  日 

工事完成予定年月日 年  月  日 年  月  日 

使用開始予定年月日 年  月  日 年  月  日 

種 類 及 び 型 式    ○○社製 △△△型   

構 造 
材質：鋼＋塩化ビニルライニング 
別図７のとおり   

  

主 要 寸 法     １ｍ×1.3m×２ｍ    
能 力       1.2㎥／時   

処 理 の 方 式    中和・凝集沈殿ろ過   

処 理 の 系 統     別図８のとおり   

集水及び導水の方法     別図２のとおり   

使 用 時 間 間 隔   ８：００～１８：００   

１日当たりの使用時間      ２時間   

使 用 の 季 節 変 動       なし   

消耗資材の１日当たり 
の 用 途 別 使 用 量 

 中和剤 濃硫酸△ｋｇ 
 凝集剤 PAC ○ｋｇ 

  

汚
水
等
の
汚
染
状
態
及
び
量 

種 類 ・ 項 目 
通 常 最 大 通 常 最 大 

処理前 処理後 処理前 処理後 処理前 処理後 処理前 処理後 

ｐＨ 5-7 5.8-8.6 4-10 5.8-8.6         

ＢＯＤ（㎎/L） 30 

 

5 40 10     

ＣＯＤ（㎎/L） 30 

 

10 
 

40 

 

15 
 

    

ＳＳ（㎎/L） 40 

 

5 50 10 
 

    

Ｔ－Ｎ（mg/L） 3 3 5 5     

Ｔ－Ｐ（mg/L） 0.1 0.1 0.2 

 

 

 

0.2 
 

    

n-ﾍｷｻﾝ抽出物質

含有量（mg/L） 

<1 

 

 

<1 

 

<1 

１

未

満 

<1 

 

    

ふっ素（mg/L） 200 

 

0.5 300

０ 

0.8     

 
 
 
 
 
 
 

        

量(ｍ３／日) 2.0 2.0 3.0 3.0         

残さの種類、 

１月間の種類別生成量 

及び処理方法 
脱水汚泥20kg 産廃業者へ処分委託   

排出水の排出方法 別図１，２のとおり   

そ の 他 参 考 と 
な る べ き 事 項 

    

備考 １ 汚水等の汚染状態の欄には、当該特定事業場の排出水に係る排水基準に定められた事項
について記載すること。 

   ２ 排出水の排出方法の欄には、排水口の位置及び数並びに排出先を含め記載すること。 
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別紙４ 

排出水の汚染状態及び量 

工 場 又 は 事 業 場 
における施設番号 

 下水排水口No.1  雨水排水口No.2～No.5 

排
出
水
の
汚
染
状
態 

種 類 ・ 項 目 通 常 最 大 通 常 最 大 

ｐＨ 5.8～8.6 5.8～8.6     

ＢＯＤ（㎎/L） 5 10  雨  

ＣＯＤ（㎎/L） 10 15  水  

ＳＳ（㎎/L） 5 10  専  

Ｔ－Ｎ（mg/L） 10 12  用  

Ｔ－Ｐ（mg/L） 0.1 0.2  排  

n-ﾍｷｻﾝ抽出物質

含有量（mg/L） 
<1 <1  水  

ふっ素（mg/L） 0.5 0.8  口  

 
 
 
 
 
 
 

 

   

排 出 水 の 量 
(ｍ３／日) 

通 常 最 大 通 常 最 大 

   ３    ４     

そ の 他 参 考 と 
な る べ き 事 項 

  

備考 排出水の汚染状態の欄には、当該特定事業場の排出水に係る排水基準に定められた
事項について記載すること。 

記載項目は一例です。 

排出実態に合わせて項目を記載してください。 

※別紙４に記載した項目は自主測定義務の対象となります。

（測定頻度：年１回以上） 
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別紙６ 
用水及び排水の系統 

用水及び排水の系統 

 

上水道 ２（３）         上水道 １（１） 

  

      

   

 めっきライン         生活排水  

 

 

  

 排水処理施設 

 

 

 

 

 

  下水排水口No.1  ３（４） 

 

   

用 途 別 

用 水 使 用 量 

用 途 使 用 水 用水使用量（ｍ３／日） 

洗浄用水   上水道  ３ 

生活用水   上水道  １ 
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〇添付図面の作成方法 
 
別図１ 工場付近見取図 
 
   工場付近の地図を添付してください。 
 
別図２ 工場内の配置図 
   特定施設、貯蔵指定施設、その付帯設備（配管、排水溝等）、排水処理施設その他主要機械

等の配置を、敷地・建物各階平面図に明示してください。 
 
   （例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
別図３ 特定施設等の構造図 
   特定施設、貯蔵指定施設の立面図、平面図、材質、仕様書など 
   図面等が無い場合は側面・上下の写真（寸法を明示する） 
 
 
別図４ 有害物質使用特定施設等の周囲の構造図 
   施設の床面、腰壁など周囲の立面図、平面図、材質など  

  図面等が無い場合は施設周囲の写真（寸法を明示する） 
 
 
別図５ 有害物質使用特定施設等の設備の構造図 
  施設に付帯する配管、継ぎ手、フランジ類、バルブ類、ポンプ設備、排水溝等の立面図、平

面図、材質など 
図面等が無い場合は施設周囲の写真（寸法を明示する） 

 
別図６ 特定施設等を含む操業系統図 
   特定施設、貯蔵指定施設を含む操業の系統を明示する（フローシート） 
   
  （例）・金属機械部品 → 酸洗浄（フッ化水素酸を使用）※→水洗浄→乾燥 
      フッ化水素酸貯蔵タンク┘       

 (酸洗浄施設とその排水処理設備は別途水質汚濁防止法で届出済) 
 
     ・金属製品→電気めっき（亜鉛めっき）→出荷 
              └→廃液→保管→業者委託  
     (電気めっき施設は別途水質汚濁防止法で届出済)  
 
別図７ 工場排水経路図（排水口の位置図を含む） 

工場内の排水経路（工程排水の他に冷却水、生活排水、雨水も示すこと。）を排水系統別に平面  
図に明示してください。 
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別図８ 汚水処理施設の構造図 
    処理施設本体の立面図、平面図その他参考資料に、関連する主要機械、主要装置を含む配

置図を添付してください。 
    
 
別図９ 汚水等の処理系統図 
    汚水処理施設、関連施設をフロー図に明示し、水量（通常・最大値）を記載してください。 
 
 
別図 10 特定施設等の一覧表 
    工場・事業場内にある特定施設・有害物質貯蔵指定施設の一覧表を作成してください。 
 
別図 11 有害物質取扱い状況 （記載例） 

 
※１ 有害物質使用特定施設及び有害物質貯蔵指定施設において有害物質を製造、使用、処理又は

貯蔵しているときは、物質名を記載してください。 
※２ 有害物質を製造、使用、処理又は貯蔵している施設名を記載してください。 

項      目 
有害物質使用特定（貯蔵指定）施設
における使用※１ 

備     考※２ 

カドミウム及びその化合物   

シアン化合物   

有機燐化合物（パラチオン，メチル
パラチオン，メチルジメトン及びＥ
ＰＮに限る。） 

  

  

鉛及びその化合物   

六価クロム化合物   

砒素及びその化合物   

水銀及びアルキル水銀その他の水
銀化合物 

  

ポリ塩化ビフェニル   

トリクロロエチレン   

テトラクロロエチレン   

ジクロロメタン   

四塩化炭素   

１，２－ジクロロエタン   

１，１－ジクロロエチレン   

１，２－ジクロロエチレン   

１，１，１－トリクロロエタン   

１，１，２－トリクロロエタン   

１，３－ジクロロプロペン   

チウラム   

シマジン   

チオベンカルブ   

ベンゼン   

セレン及びその化合物   

ほう素及びその化合物   

ふつ素及びその化合物   

アンモニア，アンモニウム化合物，
亜硝酸化合物及び硝酸化合物 

  

塩化ビニルモノマー   

１，４－ジオキサン   
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別図 12 点検等実施方法  
※ 下記の表はＣ基準を基に例を作成しています。施設によっては該当しないものもありますので、

ご注意ください。 
また、作成した表を元に、各事業場において点検日・点検者名などを記入する点検記録簿を作成
してください。 

 
No. 点検箇所 内容 方法 頻度 

１ 施設No.1の床面 ひび割れ、被覆の損傷その他の異常の
有無 

目視 1月に1回 

２ 施設No.1本体 ひび割れ、亀裂、損傷その他の異常の有
無 

目視 1年に1回 

３ 配管１FA～B部分 
(ﾊﾞﾙﾌﾞ等含む） 
 

亀裂、損傷その他の以上の有無 目視 6ヶ月に1回 

４ 配管１FB～C部分 
(同上） 
 

亀裂、損傷その他の以上の有無 目視 6ヶ月に1回 

５ 配管B1FC～D部分 
(同上） 
 

亀裂、損傷その他の以上の有無 目視 6ヶ月に1回 

６ ポンプ 亀裂、損傷その他の以上の有無 
 

目視 

 

6ヶ月に1回 

７ 排水溝A 
（目視可能部分) 

ひび割れ、被覆の損傷その他の異常の
有無 

目視 1ヶ月に1回 

８ 排水溝B 
（目視不可能部分） 

ひび割れ、被覆の損傷その他の異常の
有無 
 

堰を設けて
流量を測定 

1ヶ月に1回 

９ 排水溝A・B 内部の水の水位の変動の確認による有害
物質を含む水の地下への浸透の有無 
 

水位を測定 1年に1回 

10 施設 No.2（地下貯蔵
タンク） 

地下貯蔵施設の内部の気体の圧力若し

くは水の水位の変動の確認による有害

物質を含む水の漏えい等の有無 

タンク内の
気圧を測定 

1年に1回 

11 使用の方法 
受け入れ 

飛散、流出、地下浸透など、管理要領か
らの逸脱 

管理要領 作業時※ 

12 使用の方法 
設備の作動状況 

管理要領からの逸脱 
 

管理要領 作業時※ 

13 使用の方法 
廃液の移し替え 

飛散、流出、地下浸透など、管理要領か

らの逸脱 

管理要領 作業時※ 

14 使用の方法 
事故時 

漏洩、流出した場合の措置 管理要領 事故時に記録 

※各施設の状況に応じて点検方法・回数を管理要領で定めること。 
 
（点検記録簿） 
 

点検対象特定施設（有害物質貯蔵指定）施設名 1号原料タンク 

点検年月日 令和６年6月24日 点検実施責任者 神戸太郎 

No. 点検箇所 方法 結果 措置等内容 点検者 

１ 施設の床面 目視 亀裂あり 6月24日にｺｰｷﾝｸﾞ剤で補修済 神戸花子 

２ 施設本体 目視 異常なし － 神戸花子 

３ 配管１FA～
B部分 

目視 異常なし － 神戸花子 

 （以下略）     
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記載例２水質汚濁防止法に基づく有害物質使用特定施設（有害物質貯蔵指定施設）に関する管理要領 

 

 

 

１．目的 

地下水汚染の未然防止の観点から、水質汚濁防止法第 12 条の 4 において、有害物質使用特定施

設（※有害物質貯蔵指定施設の場合もある）について、有害物質を含む水の地下への浸透の防止のた

めの構造、設備、使用の方法に関する基準が定められており、これを遵守しなければならない。この

うち、使用の方法については、管理要領を定めることとされている。また、水質汚濁防止法第 14 条

第５項において、有害物質使用特定施設（※有害物質貯蔵指定施設の場合もある）について点検を行

い、その結果を記録し、３年間保存しなければならない。 

  これらの規定に基づき、本工場（※事業場名を入れる）においては、以下の通り管理要 

  領を定め、また、点検項目を定める。 

 

２．使用の方法について 

 イ 有害物質を含む水等を扱う作業の方法 

① 取り扱っている有害物質の性状や毒性などを理解し、火気に注意して取り扱う。 

② 地下に浸透したり、周囲に飛散・流出したりしないよう注意して作業する。 

③ 作業中は持ち場を離れない。 

④ 有害物質を含む水の漏えいが、土壌汚染・地下水汚染に繋がるおそれがあること 

  を認識して、細心の注意を払って作業を行う。 

⑤ 有害物質を使用する作業は、必ず○○○○（※使用する場所を指定）で行う。 

⑥ タンクと配管の接続を確認した上で作業を行う。 

⑦ 作業をする際は、発声と共に指さし確認を行う。 

  

ロ 設備の作動状況の確認及び適切な運転のための措置 

① 操作マニュアルに則った手順を遵守して作業を行う。 

② 有害物質を含む水を使用している機器や配管について、バルブ等の閉め忘れや弛 

   みがないことを事前に確認した上で稼働させる。 

③ 機器が正常に稼働していることを随時確認する。 

④ 定期点検で劣化・損傷した箇所がないか確認し、劣化・損傷した箇所は速やかに 

   交換・補修する。 

⑤ 有害物質を含む原料を原料タンクに搬入する場合は、搬入量がタンクの残存容量 

   を下回っていることを確認する。 

⑥ 施設のメンテナンス状況を確認する。 

⑦ 施設の周囲は週に１度清掃する。 

⑧ 施設の周囲は整理整頓をする。 

ハ 有害物質を含む水が漏えいした場合の措置 

 ① すぐに補給を中止する。 

 ② 漏えいした有害物質の有害性、取り扱いの注意、廃棄する場合の留意点などについて SDS（※  

Safety Data Sheet：安全データシート。事業者が特定の化学物質を含んだ製品を他の事業者に

譲渡又は提供する際に添付しなければならない安全情報を記載したシートのこと。）等で確認

※本要領については、あくまで参考例であるため、適宜事業者の実情に応じて修正して使用 

 すること。 

 

有害物質を含む水の受け入れ、移し替え、分配等の作業

は、有害物質を含む水が地下に浸透したり、周囲に飛散

したり、流出したりしないような方法で行うこと。 

 

有害物質を含む水の補給状況及び設備の作動

状況の確認その他の施設の運転を適切に行う

ために必要な措置を講ずること。 

 

有害物質を含む水が漏えいした場合には、直ちに

漏えいを防止する措置を講ずるとともに、当該漏

えいした有害物質を含む水を回収し、再利用する

か又は環境保全上支障のないよう措置すること。 

保全上支障のないよう適切に処理すること｡ 

た有害物質を含む水を回収し、再利用するか又は

環境 

保全上支障のないよう適切に処理すること｡ 
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し、適切に処理をする。 

③ 漏えいが発生した場所及びその措置等を記録し、その記録は３年以上保存する。  

④ 有害物質を含む水が漏えいした場合には、直ちに漏えいを防止する措置を講ずるとともに、漏  

えいした有害物質を含む水を回収する。なお、この場合は、有害物質による健康被害が生じな

いように、十分注意する。（※事前に漏えい時の回収方法についても検討しておく必要がある。） 

⑤ 回収した有害物質を含む水は、再利用可能な場合は再利用し、再利用できない場合は、産業廃棄

物として適切に処理する。 

⑥ 再発の防止策を検討し、必要に応じて作業方法や施設の改善を実施する。 

 

３．点検について 

 イ 作業の方法の点検 

① 目視により確認を行う。 

② 年に１度、現場監督者が各担当者の作業手順についての確認を行う。 

  

 ロ 設備の作動状況及び適切な運転の点検 

① 設備の運転開始前に日常点検を行う。 

② 運転中は、定期的に設備の運転状況を監視する。 

③ 設備の運転終了後に、メンテナンスを実施する。 

④ ①～③の作業をしていることを、年に１度、現場監督者が各担当者に確認をする。 

  

 ハ 有害物質を含む水が漏えいした場合の措置についての点検 

 ① 有害物質を含む水が漏えいした場合の手順を年に１度、現場監督者が各担当者に確認をする。 

  

 ニ イ～ハの点検結果については、別紙に記録し、３年間保存（※３年間以上が望ましい）する。 
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記載例３水質汚濁防止法に基づく有害物質使用特定施設（有害物質貯蔵指定施設）に関する点検要領 

 

 

 

１．目的 

地下水汚染の未然防止の観点から、水質汚濁防止法第 14 条第５項で定められている定期点検に関

して本工場（※事業場名を入れる）においては、以下の通り点検要領を定め、これに則り定期点検を実

施する。 

２．対象施設について 

ア 施設の名称 

・○○工場、○○工程施設 

イ 施設の種類 

・有害物質使用特定施設（※有害物質貯蔵指定施設の場合もある） 

ウ 扱う有害物質 

・○○化合物（※物質名を入れる） 

３．定期点検について 

ア 点検の体制 

・点検実施責任者…○○工場長 

・点検実施者…○○工程の作業員 

イ 点検の箇所・方法・頻度 

 

箇所 方法 方法の詳細 頻度 

施設本体 湛水試験 施設に水を張り、満水後 24 時間程放置し

て水位を測定、記録し、水位の変化が５

mm 以内であることを確認する。 

年１回 

床面及び周囲 

 

目視 施設本体の下部への有害物質を含む水の漏

えいの有 

無の確認。 

年１回 

接続する配管等 目視 配管等の亀裂、損傷その他の不具合の有無

の確認。 

また、配管等からの有害物質を含む水の漏

えいの有無の確認。 

年１回 

接続する排水溝等 目視・測定 ひび割れ、被覆の損傷その他不具合の有無

の確認。 

有害物質を含む水の地下への浸透の有無

を、観測井 

の水質測定により確認。 

６か月に１回 

使用の方法 担当者への

聞き取り 

作業手順や、設備の作動状況・適切な運転

や、有害物質が漏えいした場合の手順につ

いての確認 

年１回 

 

 

※本要領については、あくまで参考例であるため、適宜事業者の実情に応じて修正して使用 

 すること。 
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４．定期点検の記録と保存について 

ア 点検の記録は、別紙「点検記録表」に記録する。また、異常等が確認された場合には、詳細及び

講じた措置を「異常等が確認された場合の点検記録表」にも記録する。 

イ 点検の記録は、３年間保存（※異常等が確認された場合の点検記録表はなるべく長期保存するこ

とが望ましい）する。 

ウ 点検の記録は、施設管理課執務室内に保存する。 
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＜資料編＞ 
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資料１ 特定施設一覧                    

 

＜水質汚濁防止法施行令 別表第１ （第１条関係）＞ 
 
１ 鉱業又は水洗炭業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 選鉱施設 
ロ 選炭施設 
ハ 坑水中和沈でん施設 
ニ 掘削用の泥水分離施設 

 
１の２ 畜産農業又はサービス業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 豚房施設（豚房の総面積が５０平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 
ロ 牛房施設（牛房の総面積が２００平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 
ハ 馬房施設（馬房の総面積が５００平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

 
２ 畜産食料品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 
ロ 洗浄施設（洗びん施設を含む。） 
ハ 湯煮施設 

 
３ 水産食料品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 水産動物原料処理施設 
ロ 洗浄施設 
ハ 脱水施設 
ニ ろ過施設 
ホ 湯煮施設 

 
４ 野菜又は果実を原料とする保存食料品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 
ロ 洗浄施設 
ハ 圧搾施設 
ニ 湯煮施設 

 
５ みそ、しよう油、食用アミノ酸、グルタミン酸ソーダ、ソース又は食酢の製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 
ロ 洗浄施設 
ハ 湯煮施設 
ニ 濃縮施設 
ホ 精製施設 
ヘ ろ過施設 

 
６ 小麦粉製造業の用に供する洗浄施設 
 
７ 砂糖製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 
ロ 洗浄施設（流送施設を含む。） 
ハ ろ過施設 
ニ 分離施設 
ホ 精製施設 

 
８ パン若しくは菓子の製造業又は製あん業の用に供する粗製あんの沈でんそう 
 
９ 米菓製造業又はこうじ製造業の用に供する洗米機 
 
１０ 飲料製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 
ロ 洗浄施設（洗びん施設を含む。） 
ハ 搾汁施設 
ニ ろ過施設 
ホ 湯煮施設 
ヘ 蒸留施設 

 
１１ 動物系飼料又は有機質肥料の製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 
ロ 洗浄施設 
ハ 圧搾施設 
ニ 真空濃縮施設 
ホ 水洗式脱臭施設 

 
１２ 動植物油脂製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 
ロ 洗浄施設 
ハ 圧搾施設 
ニ 分離施設 

 
１３ イースト製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 
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ロ 洗浄施設 
ハ 分離施設 

 
１４ でん粉又は化工でん粉の製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料浸せき施設 
ロ 洗浄施設（流送施設を含む。） 
ハ 分離施設 
ニ 渋だめ及びこれに類する施設 

 
１５ ぶどう糖又は水あめの製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 
ロ ろ過施設 
ハ 精製施設 

 
１６ 麺類製造業の用に供する湯煮施設 
 
１７ 豆腐又は煮豆の製造業の用に供する湯煮施設 
 
１８ インスタントコーヒー製造業の用に供する抽出施設 
 
１８の２ 冷凍調理食品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 
ロ 湯煮施設 
ハ 洗浄施設 
 

１８の３ たばこ製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 水洗式脱臭施設 
ロ 洗浄施設 
 

１９ 紡績業又は繊維製品の製造業若しくは加工業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ まゆ湯煮施設 
ロ 副蚕処理施設 
ハ 原料浸せき施設 
ニ 精練機及び精練そう 
ホ シルケツト機 
ヘ 漂白機及び漂白そう 
ト 染色施設 
チ 薬液浸透施設 
リ のり抜き施設 
 

２０ 洗毛業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 洗毛施設 
ロ 洗化炭施設 
 

２１ 化学繊維製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 湿式紡糸施設 
ロ リンター又は未精練繊維の薬液処理施設 
ハ 原料回収施設 
 

２１の２ 一般製材業又は木材チップ製造業の用に供する湿式バーカー 
 
２１の３ 合板製造業の用に供する接着機洗浄施設 
 
２１の４ パーテイクルボード製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 湿式バーカー 
ロ 接着機洗浄施設 
 

２２ 木材薬品処理業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 湿式バーカー 
ロ 薬液浸透施設 
 

２３ パルプ、紙又は紙加工品の製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 原料浸せき施設 
ロ 湿式バーカー 
ハ 砕木機 
ニ 蒸解施設 
ホ 蒸解廃液濃縮施設 
ヘ チツプ洗浄施設及びパルプ洗浄施設 
ト 漂白施設 
チ 抄紙施設（抄造施設を含む。） 
リ セロハン製膜施設 
ヌ 湿式繊維板成型施設 
ル 廃ガス洗浄施設 
 

２３の２ 新聞業、出版業、印刷業又は製版業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 自動式フイルム現像洗浄施設 
ロ 自動式感光膜付印刷版現像洗浄施設 
 

２４ 化学肥料製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ ろ過施設 
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ロ 分離施設 
ハ 水洗式破砕施設 
ニ 廃ガス洗浄施設 
ホ 湿式集じん施設 

 
２５ 削除 

 
２６ 無機顔料製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 洗浄施設 
ロ ろ過施設 
ハ カドミウム系無機顔料製造施設のうち、遠心分離機 
ニ 群青製造施設のうち、水洗式分別施設 
ホ 廃ガス洗浄施設 
 

２７ 前２号に掲げる事業以外の無機化学工業製品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ ろ過施設 
ロ 遠心分離機 
ハ 硫酸製造施設のうち、亜硫酸ガス冷却洗浄施設 
ニ 活性炭又は二硫化炭素の製造施設のうち、洗浄施設 
ホ 無水けい酸製造施設のうち、塩酸回収施設 
ヘ 青酸製造施設のうち、反応施設 
ト よう素製造施設のうち、吸着施設及び沈でん施設 
チ 海水マグネシア製造施設のうち、沈でん施設 
リ バリウム化合物製造施設のうち、水洗式分別施設 
ヌ 廃ガス洗浄施設 
ル 湿式集じん施設 
 

２８ カーバイト法アセチレン誘導品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 湿式アセチレンガス発生施設 
ロ 酢酸エステル製造施設のうち、洗浄施設及び蒸留施設 
ハ ポリビニルアルコール製造施設のうち、メチルアルコール蒸留施設 
ニ アクリル酸エステル製造施設のうち、蒸留施設 
ホ 塩化ビニルモノマー洗浄施設 
ヘ クロロプレンモノマー洗浄施設 
 

２９ コールタール製品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ ベンゼン類硫酸洗浄施設 
ロ 静置分離器 
ハ タール酸ソーダ硫酸分解施設 
 

３０ 発酵工業（第５号、第１０号及び第１３号に掲げる事業を除く。）の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 原料処理施設 
ロ 蒸留施設 
ハ 遠心分離機 
ニ ろ過施設 
 

３１ メタン誘導品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ メチルアルコール又は四塩化炭素の製造施設のうち、蒸留施設 
ロ ホルムアルデヒド製造施設のうち、精製施設 
ハ フロンガス製造施設のうち、洗浄施設及びろ過施設 
 

３２ 有機顔料又は合成染料の製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ ろ過施設 
ロ 顔料又は染色レーキの製造施設のうち、水洗施設 
ハ 遠心分離機 
ニ 廃ガス洗浄施設 

 
３３ 合成樹脂製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 縮合反応施設 
ロ 水洗施設 
ハ 遠心分離機 
ニ 静置分離器 
ホ 弗素樹脂製造施設のうち、ガス冷却洗浄施設及び蒸留施設 
ヘ ポリプロピレン製造施設のうち、溶剤蒸留施設 
ト 中圧法又は低圧法によるポリエチレン製造施設のうち、溶剤回収施設 
チ ポリブデンの酸又はアルカリによる処理施設 
リ 廃ガス洗浄施設 
ヌ 湿式集じん施設 
 

３４ 合成ゴム製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ ろ過施設 
ロ 脱水施設 
ハ 水洗施設 
ニ ラテツクス濃縮施設 
ホ スチレン・ブタジエンゴム、ニトリル・ブタジエンゴム又はポリブタジエンゴムの製造施設のうち、静置分離器 

 
３５ 有機ゴム薬品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 蒸留施設 
ロ 分離施設 
ハ 廃ガス洗浄施設 
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３６ 合成洗剤製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 廃酸分離施設 
ロ 廃ガス洗浄施設 
ハ 湿式集じん施設 
 

３７ 前６号に掲げる事業以外の石油化学工業（石油又は石油副生ガス中に含まれる炭化水素の分解、分離その他の化学的処理により製造さ
れる炭化水素又は炭化水素誘導品の製造業をいい、第５１号に掲げる事業を除く。）の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 洗浄施設 
ロ 分離施設 
ハ ろ過施設 
ニ アクリロニトリル製造施設のうち、急冷施設及び蒸留施設 
ホ アセトアルデヒド、アセトン、カプロラクタム、テレフタル酸又はトリレンジアミンの製造施設のうち、蒸留施設 
ヘ アルキルベンゼン製造施設のうち、酸又はアルカリによる処理施設 
ト イソプロピルアルコール製造施設のうち、蒸留施設及び硫酸濃縮施設 
チ エチレンオキサイド又はエチレングリコールの製造施設のうち、蒸留施設及び濃縮施設 
リ ２―エチルヘキシルアルコール又はイソブチルアルコールの製造施設のうち、縮合反応施設及び蒸留施設 
ヌ シクロヘキサノン製造施設のうち、酸又はアルカリによる処理施設 
ル トリレンジイソシアネート又は無水フタル酸の製造施設のうち、ガス冷却洗浄施設 
ヲ ノルマルパラフイン製造施設のうち、酸又はアルカリによる処理施設及びメチルアルコール蒸留施設 
ワ プロピレンオキサイド又はプロピレングリコールのけん化器 
カ メチルエチルケトン製造施設のうち、水蒸気凝縮施設 
ヨ メチルメタアクリレートモノマー製造施設のうち、反応施設及びメチルアルコール回収施設 
タ 廃ガス洗浄施設 
 

３８ 石けん製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 原料精製施設 
ロ 塩析施設 
 

３８の２ 界面活性剤製造業の用に供する反応施設（１,４－ジオキサンが発生するものに限り、洗浄装置を有しないものを除く。） 
 
 
３９ 硬化油製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 脱酸施設 
ロ 脱臭施設 
 

４０ 脂肪酸製造業の用に供する蒸留施設 
 
４１ 香料製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 洗浄施設 
ロ 抽出施設 
 

４２ ゼラチン又はにかわの製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 原料処理施設 
ロ 石灰づけ施設 
ハ 洗浄施設 

 
４３ 写真感光材料製造業の用に供する感光剤洗浄施設 
 
４４ 天然樹脂製品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 
ロ 脱水施設 
 

４５ 木材化学工業の用に供するフルフラール蒸留施設 
 
４６ 第２８号から前号までに掲げる事業以外の有機化学工業製品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 水洗施設 
ロ ろ過施設 
ハ ヒドラジン製造施設のうち、濃縮施設 
ニ 廃ガス洗浄施設 
 

４７ 医薬品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 動物原料処理施設 
ロ ろ過施設 
ハ 分離施設 
ニ 混合施設（第２条各号に掲げる物質を含有する物を混合するものに限る。以下同じ。） 
ホ 廃ガス洗浄施設 
 

４８ 火薬製造業の用に供する洗浄施設 
 
４９ 農薬製造業の用に供する混合施設 
 
５０ 第２条各号に掲げる物質を含有する試薬の製造業の用に供する試薬製造施設 
 
５１ 石油精製業（潤滑油再生業を含む。）の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 脱塩施設 
ロ 原油常圧蒸留施設 
ハ 脱硫施設 
ニ 揮発油、灯油又は軽油の洗浄施設 
ホ 潤滑油洗浄施設 
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５１の２ 自動車用タイヤ若しくは自動車用チューブの製造業、ゴムホース製造業、工業用ゴム製品製造業（防振ゴム製造業を除く。）、更生

タイヤ製造業又はゴム板製造業の用に供する直接加硫施設 
 
５１の３ 医療用若しくは衛生用のゴム製品製造業、ゴム手袋製造業、糸ゴム製造業又はゴムバンド製造業の用に供するラテツクス成形型洗

浄施設 
 
５２ 皮革製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 洗浄施設 
ロ 石灰づけ施設 
ハ タンニンづけ施設 
ニ クロム浴施設 
ホ 染色施設 
 

５３ ガラス又はガラス製品の製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 研摩洗浄施設 
ロ 廃ガス洗浄施設 
 

５４ セメント製品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 抄造施設 
ロ 成型機 
ハ 水養生施設（蒸気養生施設を含む。） 
 

５５ 生コンクリート製造業の用に供するバツチヤープラント 
 

５６ 有機質砂かべ材製造業の用に供する混合施設 
 

５７ 人造黒鉛電極製造業の用に供する成型施設 
 

５８ 窯業原料（うわ薬原料を含む。）の精製業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 水洗式破砕施設 
ロ 水洗式分別施設 
ハ 酸処理施設 
ニ 脱水施設 
 

５９ 砕石業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 水洗式破砕施設 
ロ 水洗式分別施設 
 

６０ 砂利採取業の用に供する水洗式分別施設 
 

６１ 鉄鋼業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ タール及びガス液分離施設 
ロ ガス冷却洗浄施設 
ハ 圧延施設 
ニ 焼入れ施設 
ホ 湿式集じん施設 
 

６２ 非鉄金属製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 還元そう 
ロ 電解施設（溶融塩電解施設を除く。） 
ハ 焼入れ施設 
ニ 水銀精製施設 
ホ 廃ガス洗浄施設 
ヘ 湿式集じん施設 
 

６３ 金属製品製造業又は機械器具製造業（武器製造業を含む。）の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 焼入れ施設 
ロ 電解式洗浄施設 
ハ カドミウム電極又は鉛電極の化成施設 
ニ 水銀精製施設 
ホ 廃ガス洗浄施設 
 

６３の２ 空きびん卸売業の用に供する自動式洗びん施設 
 

６３の３ 石炭を燃料とする火力発電施設のうち、廃ガス洗浄施設 
 

６４ ガス供給業又はコークス製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ タール及びガス液分離施設 
ロ ガス冷却洗浄施設（脱硫化水素施設を含む。） 
 

６４の２ 水道施設（水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第８項に規定するものをいう。）、工業用水道施設（工業用水道事業法（昭
和３３年法律第８４号）第２条第６項に規定するものをいう。）又は自家用工業用水道（同法第２１条第１項に規定するものをいう。）の施
設のうち、浄水施設であつて、次に掲げるもの（これらの浄水能力が１日当たり１万立方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 
イ 沈でん施設 
ロ ろ過施設 
 

６５ 酸又はアルカリによる表面処理施設 
 
６６ 電気めつき施設 
 
６６の２ エチレンオキサイド又は１,４－ジオキサンの混合施設（前各号に該当するものを除く） 
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６６の３ 旅館業（旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条第１項に規定するもの（住宅宿泊事業法（平成二十九年法律第六十五号）

第二条第三項に規定する住宅宿泊事業に該当するもの及び旅館業法第二条第四項に規定する（下宿営業を除く。）をいう。）の用に供する施
設であつて、次に掲げるもの 
イ ちゆう房施設 
ロ 洗濯施設 
ハ 入浴施設 
 

６６の４ 共同調理場（学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第５条の２に規定する施設をいう。以下同じ。）に設置されるちゆう房施設
（業務の用に供する部分の総床面積（以下単に「総床面積」という。）が５００平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

 
６６の５ 弁当仕出屋又は弁当製造業の用に供するちゆう房施設（総床面積が３６０平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 
 
６６の６ 飲食店（次号及び第６６号の８に掲げるものを除く。）に設置されるちゆう房施設（総床面積が４２０平方メートル未満の事業場に

係るものを除く。） 
 
６６の７ そば店、うどん店、すし店のほか、喫茶店その他の通常主食と認められる食事を提供しない飲食店（次号に掲げるものを除く。）に

設置されるちゆう房施設（総床面積が６３０平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 
 
６６の８ 料亭、バー、キャバレー、ナイトクラブその他これらに類する飲食店で設備を設けて客の接待をし、又は客にダンスをさせるもの

に設置されるちゆう房施設（総床面積が１、５００平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 
 
６７ 洗濯業の用に供する洗浄施設 
 
６８ 写真現像業の用に供する自動式フイルム現像洗浄施設 
 
６８の２ 病院（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定するものをいう。以下同じ。）で病床数が３００以上であるも

のに設置される施設であつて、次に掲げるもの 
イ ちゆう房施設 
ロ 洗浄施設 
ハ 入浴施設 
 

６９ と畜業又は死亡獣畜取扱業の用に供する解体施設 
 
６９の２ 卸売市場（卸売市場法（昭和四十六年法律第三十五号）第二条第二項に規定するものをいう。以下同じ。）（主として漁業者又は水

産業協同組合から出荷される水産物の卸売のためその水産物の陸揚地において開設される卸売市場で、その水産物を主として他の卸売市場
に出荷する者、水産加工業を営む者に卸売する者又は水産加工業を営む者に対し卸売するためのものを除く。）に設置される施設であつて、
次に掲げるもの（水産物に係るものに限り、これらの総面積が一、〇〇〇平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 
イ 卸売場 
ロ 仲卸売場 
 

７０ 廃油処理施設（海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律（昭和４５年法律第１３６号）第３条第１４号に規定するものをいう。） 
 
７０の２ 自動車分解特定整備事業（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第７７条に規定するものをいう。以下同じ。）の用に供す

る洗車施設（屋内作業場の総面積が８００平方メートル未満の事業場に係るもの及び次号に掲げるものを除く。） 
 
７１ 自動式車両洗浄施設 
 
７１の２ 科学技術（人文科学のみに係るものを除く。）に関する研究、試験、検査又は専門教育を行う事業場で環境省令で定めるものに設置

されるそれらの業務の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
イ 洗浄施設 
ロ 焼入れ施設 
 

７１の３ 一般廃棄物処理施設（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第８条第１項に規定するものをいう。）で
ある焼却施設 

 
７１の４ 産業廃棄物処理施設（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条第１項に規定するものをいう。）のうち、次に掲げるもの 

イ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）第７条第１号、第３号から第６号まで、第８号又は第１１号
に掲げる施設であつて、国若しくは地方公共団体又は産業廃棄物処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第４項に規定する
産業廃棄物の処分を業として行う者（同法第１４条第６項ただし書の規定により同項本文の許可を受けることを要しない者及び同法第１
４条の４第６項ただし書の規定により同項本文の許可を受けることを要しない者を除く。）をいう。）が設置するもの 

ロ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第７条第１２号から第１３号までに掲げる施設 
 

７１の５ トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン又はジクロロメタンによる洗浄施設（前各号に該当するものを除く。） 
 
７１の６ トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン又はジクロロメタンの蒸留施設（前各号に該当するものを除く。） 
 
７２ し尿処理施設（建築基準法施行令第３２条第１項の表に規定する算定方法により算定した処理対象人員が５００人以下のし尿浄化槽を

除く。） 
 
７３ 下水道終末処理施設 
 
７４ 特定事業場から排出される水（公共用水域に排出されるものを除く。）の処理施設（前２号に掲げるものを除く。） 
 
 
指定地域特定施設  

建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第３２条第１項の表に規定する算定方法により算定した処理対象人員が２０１人以上５０
０人以下のし尿浄化槽    
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＜環境の保全と創造に関する条例施行規則 別表５ 抜粋（届出対象）＞ 
 
（１～１００ 水質汚濁防止法施行令別表第1の１～７４ に同じ） 
 
１０１ ２９の項、 ３１の項、３３の項、３４の項、３９の項、４０の項、４２の項から４４の項まで、５３の項、５４の項、６２の項、 

７１の項、７２の項及び73の２の項(水質汚濁防止法施行令 別表第１の２３、２４、２６、２７、３２、３３、３５～３７、４６、
４７、５３、６２、６３、６３の３の項に同じ)に掲げる事業以外の事業の用に供する廃ガス洗浄施設 
  

１０２ ３１の項、３４の項、４０の項、４３の項、７０の項及び７１の項（水質汚濁防止法施行令 別表第１の２４、２７、３３、、３６、
６１、６２の項に同じ）に掲げる事業以外の事業の用に供する湿式集じん施設 
   

１０３ ４６の項（水質汚濁防止法施行令 別表第１の３９項）に掲げる事業以外の事業の用に供する湿式脱臭施設 
 
１０４ 塗料製造業の用に供する塗料調合施設 

 
１０５ 圧縮ガス又は液化ガスの製造業の用に供するガス洗浄施設 
 

１０６ 給食業の用に供するちゅう房施設 
注１ １～１００は水質汚濁防止法・県条例両方の対象（水質汚濁防止法・瀬戸内海環境保全特別措置法の手続きと重複しないもののみ、県条

例の手続きが必要） 

２ １０１～１０５については、通常排水量５０ｍ３/日以上の工場等又は水質汚濁防止法有害物質を使用又は排出する工場等 
３ １０６については、通常排水量５０ｍ３/日以上の工場等又は調理室の面積が１００ｍ２以上のもの 

 
＜環境の保全と創造に関する条例施行規則 別表２ （許可対象）＞ 
１ 公害防止組織法施行令別表第1に掲げる施設以外の電気めっき施設 

２ でんぷん又は化工でんぷんの製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

(1) 原料浸せき施設 (2)洗浄施設（流送施設を含む。） (3) 分離施設 (4) 渋だめ及びこれに類する施設 

３ 染色整理業の用に供する染色施設 

４ パルプ、紙又は紙加工品の製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

(1)原料浸せき施設 (2) 湿式ﾊﾞｰカー (3) 砕木機 (4) 蒸解施設 (5)蒸解廃液濃縮施設 (6)チップ洗浄施設及びパルプ洗浄施設 

(7) 漂白施設 (8) 抄紙施設（抄造施設を含む。) (9) セロハン製膜施設 (10) 湿式繊維板成形施設 (11) 廃ガス洗浄施設 

５ 発酵工業の用に供するアルコール蒸留施設 

６ べんがら製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

(1) 排ガス洗浄施設 (2) べんがら洗浄施設  

注 その他「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行令」別表１に掲げる施設も条例の許可対象 

資料２ 兵庫県条例許可対象区域指定 
＜環境の保全と創造に関する条例に基づく工場等の設置の許可を要する区域等の指定＞ 

（昭和 47年４月１日兵庫県告示第 482号の 16） ～神戸市関係抜粋～ 

  別表第 1（許可が必要な区域）  別表第２（設置できない区域） 
河
川 

芦屋川 
水域 

芦屋市奥山 3 番地先にある城山えん堤の副堤から上流の芦屋川および

同１番地先にある上水取水のためのえん堤から上流の高座川ならびに

これらに流入する公共用水域に係る区域 

－ 

住吉川 
水域 

神戸市東灘区本山町野寄字西坂口 761 番地先にある上水取水のための

えん堤から上流の住吉川およびこれに流入する公共用水域にかかる区

域 

－ 

都賀川 
水域 

神戸市灘区水車新田字宮坂にある上水取水のためのえん堤から上流の

都賀川およびこれに流入する公共用水域にかかる区域 

－ 

生田川 
水域 

神戸市中央区葺合町山郡にある上水取水のためのえん堤から上流の生

田川およびこれに流入する公共用水域にかかる区域 

－ 

新湊川 
水域 

神戸市兵庫区烏原町にある上水取水のためのえん堤から上流の石井川

および神戸市兵庫区平野町天王谷にある上水取水のためのえん堤から

上流の天王谷川ならびにこれに流入する公共用水域にかかる区域 

－ 

武庫川 
水域 

三田市東本庄字五ノ壷398番地の3地先にある大橋から上流の武庫川お

よびこれに流入する公共用水域にかかる区域 

－ 

加古川 
水域 

丹波市山南町井原字下潤田318番地の2地先にある井原橋から上流の加

古川およびこれに流入する公共用水域にかかる地域 

－ 

海
域 

神戸市兵庫区浜中町2丁目 12番地先にある高松橋から東側の兵庫運河に流入する公

共用水域にかかる区域 

狩口川左岸（神戸市垂水区舞子町狩口９番の２地

先）から妙法寺右岸（須磨区若宮町1丁目24番の

１地先）陸岸の地先海域に流入する公共用水域に

かかる区域であって、国道2号以南の区域 

注 昭和 47年 4月 1日において現に設置されている工場等が、公害防止計画もしくは都市計画により、または法令の規定に
基づく義務の履行としてこの表に定める区域内に移転する場合、工業専用地域に立地する場合等は適用されません 
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資料３ 有害物質，生活環境項目，指定物質 一覧（令和６年４月時点）        
 
１ 有害物質（水質汚濁防止法第２条第２項第１号） 

２ 生活環境項目 （水質汚濁防止法第２条第２項第２号） 

３ 指定物質 （水質汚濁防止法第２条第４項） 

ホルムアルデヒド クロロホルム クロルピリホス 

ヒドラジン 硫酸ジメチル フタル酸ビス(2-エチルヘキシル） 

ヒドロキシルアミン クロルピクリン アラニカルブ 

過酸化水素 ジクロルボス（ＤＤＶＰ） クロルデン 

塩化水素 オキシデプロホス（ＥＳＰ） 臭素 

水酸化ナトリウム トルエン アルミニウム及びその化合物 

アクリロニトリル エピクロロヒドリン ニッケル及びその化合物 

水酸化カリウム スチレン モリブデン及びその化合物 

アクリルアミド キシレン アンチモン及びその化合物 

アクリル酸 p-ジクロロベンゼン 塩素酸及びその塩 

次亜塩素酸ナトリウム フェノブカルブ（ＢＰＭＣ） 臭素酸及びその塩 

二硫化炭素 プロピザミド クロム及びその化合物（六価クロム化

合物を除く） 酢酸エチル クロロタロニル（ＴＰＮ） 

ﾒﾁﾙｰ t ｰﾌﾞﾁﾙｴｰﾃﾙ（ＭＴＢＥ) フェニトロチオン（ＭＥＰ） マンガン及びその化合物 

硫酸 イプロベンホス（ＩＢＰ） 鉄及びその化合物 

ホスゲン イソプロチオラン 銅及びその化合物 

1,2-ジクロロプロパン ダイアジノン 亜鉛及びその化合物 

クロルスルホン酸 イソキサチオン フェノール類及びその塩類 

塩化チオニル クロルニトロフェン（ＣＮＰ） ヘキサメチレンテトラミン 

アニリン ＰＦＯＡ及びその塩 ＰＦＯＳ及びその塩 

直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩  
 

４ 油（水質汚濁防止法第２条第５項）原油、 重油、 潤滑油、 軽油、 灯油、 揮発油、 動植物油 

カドミウム及びその化合物 １，２－ジクロロエチレン 

シアン化合物 １，１，１－トリクロロエタン 

有機燐化合物（パラチオン，メチルパラチオン，メ
チルジメトン及びＥＰＮに限る。） 

１，１，２－トリクロロエタン 

１，３－ジクロロプロペン 

鉛及びその化合物 チウラム 

六価クロム化合物 シマジン 

砒素及びその化合物 チオベンカルブ 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 ベンゼン 

ポリ塩化ビフェニル セレン及びその化合物 

トリクロロエチレン ほう素及びその化合物 

テトラクロロエチレン ふつ素及びその化合物 

ジクロロメタン アンモニア，アンモニウム化合物，亜硝酸化合物及
び硝酸化合物 四塩化炭素 

１，２－ジクロロエタン 塩化ビニルモノマー 

１，１－ジクロロエチレン １，４－ジオキサン 

水素イオン濃度 亜鉛含有量 

生物化学的酸素要求量及び 

化学的酸素要求量 

溶解性鉄含有量 

溶解性マンガン含有量 

浮遊物質量 クロム含有量 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量  

（鉱油類含有量・動植物油脂類含有量） 

大腸菌数 

窒素又りんの含有量（湖沼植物プランクトン又は海洋植物プラ

ンクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある場合として環境

省令で定める場合におけるものに限る。） 

フェノール類含有量 

銅含有量 
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資料４ 排水基準（令和７年４月） 
 
１ 全国一律排水基準（特定事業場）  

＜排水基準を定める省令（昭和46年総理府令第35号）別表第１・第２＞ 

（１）有害物質に係る排水基準 
有害物質の種類 許容限度 

カドミウム及びその化合物 ＊ １リットルにつきカドミウム０．０３ミリグラム 

シアン化合物 １リットルにつきシアン１ミリグラム 

有機燐化合物（パラチオン，メチルパラチオ
ン，メチルジメトン及びＥＰＮに限る。） 

１リットルにつき１ミリグラム 

鉛及びその化合物 １リットルにつき鉛０．１ミリグラム 

六価クロム化合物 １リットルにつき六価クロム０．２ミリグラム 

砒素及びその化合物 １リットルにつき砒素０．１ミリグラム 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 １リットルにつき水銀０．００５ミリグラム 

アルキル水銀化合物 検出されないこと。 

ポリ塩化ビフェニル １リットルにつき０．００３ミリグラム 

トリクロロエチレン １リットルにつき０．１ミリグラム 

テトラクロロエチレン １リットルにつき０．１ミリグラム 

ジクロロメタン １リットルにつき０．２ミリグラム 

四塩化炭素 １リットルにつき０．０２ミリグラム 

１，２－ジクロロエタン １リットルにつき０．０４ミリグラム 

１，１－ジクロロエチレン １リットルにつき１ミリグラム 

シス－１，２－ジクロロエチレン １リットルにつき０．４ミリグラム 

１，１，１－トリクロロエタン １リットルにつき３ミリグラム 

１，１，２－トリクロロエタン １リットルにつき０．０６ミリグラム 

１，３－ジクロロプロペン １リットルにつき０．０２ミリグラム 

チウラム １リットルにつき０．０６ミリグラム 

シマジン １リットルにつき０．０３ミリグラム 

チオベンカルブ １リットルにつき０．２ミリグラム 

ベンゼン １リットルにつき０．１ミリグラム 

セレン及びその化合物 １リットルにつきセレン０．１ミリグラム 

ほう素及びその化合物 ＊ 

海域以外の公共用水域に排出されるもの１リットルにつき
ほう素１０ミリグラム 
海域に排出されるもの１リットルにつきほう素２３０ミリ
グラム 

ふつ素及びその化合物 ＊ 

海域以外の公共用水域に排出されるもの１リットルにつき
ふつ素８ミリグラム 
海域に排出されるもの１リットルにつきふつ素１５ミリグ
ラム 

アンモニア，アンモニウム化合物，亜硝酸化合
物及び硝酸化合物 ＊ 

１リットルにつきアンモニア性窒素に０．４を乗じたもの，
亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量１００ミリグラム 

１，４－ジオキサン ＊ １リットルにつき０．５ミリグラム 

 

備 考 

１ 「検出されないこと。」とは、第２条の規定に基づき環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態を検定した場合におい

て、その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 

２ 砒素及びその化合物についての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の

一部を改正する政令（昭和４９年政令第３６３号）の施行の際現にゆう出している温泉（温泉法（昭和２３年法律第１２５号）第２条

第１項に規定するものをいう。以下同じ。）を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については、当分の間、適用しな

い。 
 

＊ 暫定排水基準が設定されている業種があります。「排水基準を定める省令」を確認してください。  



60 

（２）生活環境項目に係る排水基準 
 

項 目 許容限度 

水素イオン濃度（水素指数） 
海域以外の公共用水域に排出されるもの５．８以上８．６以下 
海域に排出されるもの５．０以上９．０以下 

生物化学的酸素要求量 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

１６０（日間平均１２０） 

化学的酸素要求量 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

１６０（日間平均１２０） 

浮遊物質量 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

２００（日間平均１５０） 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 
（鉱油類含有量） 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

５ 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 
（動植物油脂類含有量） 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

３０ 

フェノール類含有量 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

５ 

銅含有量 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

３ 

亜鉛含有量 ＊ 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

２  

溶解性鉄含有量 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

１０ 

溶解性マンガン含有量 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

１０ 

クロム含有量 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

２ 

大腸菌数 
（単位 １ミリリットルにつきコロニー形成単
位） 

日間平均８００ 

窒素含有量 ＊ 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

１２０（日間平均６０） 

燐含有量 ＊ 
（単位 １リットルにつきミリグラム） 

１６（日間平均８） 

 
備 考 

１ 「日間平均」による許容限度は、１日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。(P65参照) 

２ この表に掲げる排水基準は、１日当たりの平均的な排出水の量が５０立方メートル以上（30 立方メートル：P64 備考７参照）

である工場又は事業場に係る排出水について適用する。 

３ 水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を掘採する鉱業を含

む。）に属する工場又は事業場に係る排出水については適用しない。 

４ 水素イオン濃度、銅含有量、亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量及びクロム含有量についての排水基

準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令の施行の際現にゆ

う出している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については、当分の間、適用しない。 

５ 生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に限つて適用し、

化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限つて適用する。 

６ 窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境

大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域（湖沼であって水の塩素イオン含有量

が１リットルにつき９，０００ミリグラムを超えるものを含む。以下同じ。）として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公

共用水域に排出される排出水に限つて適用する。 

７ 燐含有量についての排水基準は、燐が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境大臣

が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域として環境大臣が定める海域及びこれらに

流入する公共用水域に排出される排出水に限つて適用する。 
 

＊ 暫定排水基準が設定されている業種があります。「排水基準を定める省令」を確認してください。 
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２ 兵庫県上乗せ排水基準（特定事業場） 
＜水質汚濁防止法第３条第３項の排水基準に関する条例（昭和49年兵庫県条例第18号）＞ 

（１）有害物質に係る排水基準 
 

有害物質の種類 
許容限度 

既設特定事業場 その他の特定事業場 

シアン化合物 
１リットルにつきシアン 

０．７ミリグラム 

１リットルにつきシアン 

０．３ミリグラム 

有機燐化合物（パラチオン、メチルパラチ
オン、メチルジメトン及びＥＰＮに限る。） 

１リットルにつき 

０．７ミリグラム 

１リットルにつき 

０．３ミリグラム 

六価クロム化合物 

１リットルにつき六価クロム 

０．３５ミリグラム 

（電気めっき業のみ） 

１リットルにつき六価クロム 

０．１ミリグラム 

砒素及びその化合物 － 
１リットルにつき砒素 

０．０５ミリグラム 

備 考 

１ この表に掲げる排水基準を適用すべき区域の範囲は、県の区域に属する公共用水域の全域とする。 

２ この表に掲げる排水基準は、法第２条第２項に規定する特定施設（以下「特定施設」という。）及び法第２条第３項に規定する

指定地域特定施設（瀬戸内海環境保全特別措置法第１２条の２の規定により法第２条第３項に規定する指定地域特定施設と

みなされる施設（以下「みなし指定地域特定施設」という。）を含む。以下「指定地域特定施設」という。）を設置する工場又は事

業場（以下「特定事業場」という。）に係る排出水について適用する。 

３ 砒素及びその化合物についての排水基準は、温泉（温泉法（昭和２３年法律第１２５号）第２条第１項に規定するものをいう。

以下同じ。）を利用する特定事業場のうち、旅館その他の宿泊所及び医療業に該当するものに係る排出水については、当分

の間、適用しない。 

４ この表に掲げる排水基準は、１の施設が特定施設又は指定地域特定施設（以下「特定施設等」という。）となつた際現に当該

施設のみを特定施設等として設置している者の当該施設を設置している工場又は事業場に係る排出水については、当該施

設が特定施設等となつた日から次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる期間は、適用しない。 

(１) 特定施設 ６月間（当該施設が法第１２条第２項に規定する政令で定める施設である場合にあつては、１年間） 

(２) 指定地域特定施設 １年間（当該施設が法第１２条第３項に規定する政令で定める施設である場合にあつては、３年間） 

５ 「既設特定事業場」とは次に掲げる特定事業場をいい、「その他の特定事業場」とは既設特定事業場以外の特定事業場を

いう。 

(１) 昭和４９年４月１日において、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正す

る政令（昭和４９年政令第３６３号。以下「昭和４９年改正政令」という。）の規定による改正前の水質汚濁防止法施行令（昭和４

６年政令第１８８号。以下「政令」という。）別表第１に掲げる特定施設を設置している者の当該特定施設を設置している特定

事業場 

(２) 昭和５１年４月１日において、昭和４９年改正政令の規定により政令別表第１に追加された特定施設のみを特定施設とし

て設置している者の当該特定施設を設置している特定事業場 

(３) 昭和６３年４月１日において、水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令（昭和５１年政令第１２２号。以下「昭和５１年

改正政令」という。）、瀬戸内海環境保全臨時措置法施行令及び水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令（昭和５４年

政令第１３２号。以下「昭和５４年改正政令」という。）、水質汚濁防止法施行令及び瀬戸内海環境保全特別措置法施行令の

一部を改正する政令（昭和５６年政令第３２７号。以下「昭和５６年改正政令」という。）及び水質汚濁防止法施行令の一部を

改正する政令（昭和５７年政令第１５７号。以下「昭和５７年改正政令」という。）の規定により政令別表第１に追加された特定

施設のみを特定施設として設置している者の当該特定施設を設置している特定事業場 

(４) 平成３年１１月１日において、水質汚濁防止法施行令等の一部を改正する政令（平成２年政令第２６６号。以下「平成２年

改正政令」という。）の規定により定められたみなし指定地域特定施設のみを特定施設等として設置している者の当該みな

し指定地域特定施設を設置している特定事業場 

(５) 備考４に規定する特定施設等のみを特定施設等として設置している者の当該特定施設等を設置している特定事業場 
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（２）生活環境項目に係る排水基準 

 

鉱油類 動植物油脂類

― 160(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

100(80) 100(80) 150(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

60(50) 60(50) 100(80) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

35(25) 35(25) 80(60) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― 130(100) ― ― 20 ― ― ― ― ― ― ―

100(80) 90(70) 130(100) ― 15 ― ― ― ― ― ― ―

65(50) 55(40) 80(60) ― 9 ― ― ― ― ― ― ―

35(25) 25(20) 50(40) ― 7 ― ― ― ― ― ― ―

― 100(80) 90(70) ― ― 1 ― ― ― ― ― ―

55(40) 35(25) 50(40) ― 15 1 ― ― ― ― ― ―

65(50) 65(50) 150(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

35(25) 35(25) 50(40) ― 20 ― ― ― ― ― ― ―

90(70) 90(70) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

80(60) 80(60) 90(70) ― ― 1 ― ― ― ― ― ―

55(40) 55(40) 65(50) ― ― 1 ― ― ― ― ― ―

30(20) 30(20) 50(40) ― ― 1 ― ― ― ― ― ―

― 160(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

130(100) 65(50) 150(120) 4 ― 1 ― ― 3 ― ― ―

80(60) 55(40) 130(100) 3 20 1 ― ― 3 ― ― ―

40(30) 35(25) 80(60) 2 15 1 ― ― 3 ― ― ―

乳化重合法によるアクリル系繊維製造工

程を有するもの
20(10) 35(25) 50(40) 1.5 10 1 ― ― 3 ― ― ―

酢酸綿製造工程を有するもの 20(10) 30(20) 50(40) 1.5 10 1 ― ― 3 ― ― ―

その他のもの 20(10) 20(10) 50(40) 1.5 10 1 ― ― 3 ― ― ―

40(30) 40(30) 50(40) 1 ― 1 ― ― ― ― ― ―

30(20) 30(20) 40(30) 1 ― 1 ― ― ― ― ― ―

20(10) 20(10) 30(25) 1 ― 1 ― ― ― ― ― ―

40(30) 40(30) 50(40) 2 ― 1 ― ― ― ― ― ―

30(20) 30(20) 50(40) 2 ― 1 ― ― ― ― ― ―

20(10) 30(20) 50(40) 2 ― 1 ― ― ― ― ― ―

― 160(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

60(50) 60(50) 100(80) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

35(25) 35(25) 80(60) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

100(80) 100(80) 150(120) 4 ― 1 ― ― ― ― ― ―

60(50) 60(50) 90(70) 2 20 1 ― ― ― ― ― ―

35(25) 35(25) 50(40) 1.5 15 1 ― ― ― ― ― ―

20(10) 20(10) 40(30) 1.5 15 1 ― ― ― ― ― ―

40(30) 40(30) 50(40) 2 ― 1 ― ― ― ― ― ―

30(20) 30(20) 50(40) 2 ― 1 ― ― ― ― ― ―

20(10) 30(20) 50(40) 2 ― 1 ― ― ― ― ― ―

生物化学的酸

素要求量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

化学的酸素要

求量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

浮遊物質量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

ノルマルヘキサン抽出物質

含有量

〔単位１リットルにつきミ

リグラム〕

フェノール類

含有量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

銅含有量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

亜鉛含有量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

溶解性鉄含有

量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

溶解性マンガ

ン含有量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

クロム含有量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

大腸菌数

〔単位１ミリ

リットルにつ

きコロニー形

成単位〕

ガス業

排水量100立方メートル未満のもの

排水量100立方メートル以上400立方メートル未満のもの

排水量400立方メートル以上のもの

なめし革製造業

骨材・石工品等製造業
排水量1,000立方メートル未満のもの

排水量1,000立方メートル以上のもの

鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造

業、一般機械器具製造業、電気機械器具

製造業、輸送用機械器具製造業及び精密

機械器具製造業

排水量1,000立方メートル未満のもの

排水量1,000立方メートル以上5,000立方メートル未満のもの

排水量5,000立方メートル以上10,000立方メートル未満のもの

排水量10,000立方メートル以上のもの

石油精製業及び潤滑油製造業

排水量100立方メートル未満のもの

排水量100立方メートル以上400立方メートル未満のもの

排水量400立方メートル以上のもの

コークス製造業

排水量100立方メートル未満のもの

排水量100立方メートル以上400立方メートル未満のもの

排水量400立方メートル以上のもの

化学工業

ゼラチン・接着剤製造業

その他のもの

排水量1,000立方メートル未満のもの

排水量1,000立方メートル以上10,000立方メートル未満のもの

排水量10,000立方メートル以上30,000立方メートル未満のもの

排水量30,000立方メー

トル以上のもの

パルプ・紙・

紙加工品製造

業

パルプ製造業

その他のもの

排水量5,000立方メートル未満のもの

排水量5,000立方メートル以上10,000立方メートル未満のもの

排水量10,000立方メートル以上のもの

繊維工業 染色整理業
排水量5,000立方メートル未満のもの

排水量5,000立方メートル以上のもの

その他のもの
排水量1,000立方メートル未満のもの

排水量1,000立方メートル以上のもの

排水量1,000立方メートル以上のもの

食料品製造業及び飲料・飼料・たばこ製

造業（たばこ製造業を除く。）

排水量1,000立方メートル未満のもの

排水量1,000立方メートル以上5,000立方メートル未満のもの

排水量5,000立方メートル以上10,000立方メートル未満のもの

排水量10,000立方メートル以上のもの

区分

許容限度

畜産農業
排水量100立方メートル未満のもの

排水量100立方メートル以上のもの

鉱業
排水量1,000立方メートル未満のもの

既

設

特

定

事

業

場
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備 考 

１ この表に掲げる排水基準を適用すべき区域の範囲は、漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１５２条第２項に規定する瀬戸内海の海域及びこれにその水が流入する公共用水域で、県の区域に属する区域とする。 
２ この表に掲げる排水基準は、排水量が３０立方メートル以上である特定事業場に係る排出水について適用する。 
３ この表に掲げる排水基準を適用する特定事業場のうち、２以上の業種又は施設の区分に該当するものにあつては、当該特定事業場に係る排出水については、主たる業種又は施設の区分の排水基準を適用する。 
４ 生物化学的酸素要求量についての排水基準は、次に掲げる排出水については、適用しない。 

(１) 下水道終末処理施設から排出される排出水のうち、次に掲げる公共用水域に排出される排出水 
ア 海域（平成７年環境庁告示第５号別表水域の欄に掲げる大阪湾（イ）及び大阪湾（ロ）の海域を除く。） 
イ アに掲げる海域にその水が流入する公共用水域（海域及び次に掲げる公共用水域を除く。） 
（ア） 水域類型（昭和 46年環境庁告示第 59号別表２の１(１)に掲げる類型をいう。）の指定がされている河川の区域のうち、最下流環境基準点（当該河川の区域における同告示に規定する環境基準の維持達成状況を把握するための地点で当該河川の最下流にあるものとして知事が告示

するものをいう。）よりも上流の区域 
（イ） （ア）に掲げる河川の区域にその水が流入する公共用水域 

(２) 特定事業場（下水道終末処理施設及びし尿処理施設を除く。）から排出される排出水のうち海域及び湖沼に排出される排出水 
５ 銅含有量、亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量及びクロム含有量についての排水基準は、昭和４９年１２月１日においてゆう出している温泉を利用する旅館その他の宿泊所に該当する特定事業場に係る排出水については、当分の間、適用しない。 
６ この表に掲げる排水基準は、１の施設が特定施設等となつた際現に当該施設のみを特定施設等として設置している者の当該施設を設置している工場又は事業場に係る排出水については、当該施設が特定施設等となつた日から次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる期間は、適用しない。 

(１) 特定施設 ６月間（当該施設が法第１２条第２項に規定する政令で定める施設である場合にあつては、１年間） 
(２) 指定地域特定施設 １年間（当該施設が法第１２条第３項に規定する政令で定める施設である場合にあつては、３年間） 

７ この表に数値の定めのない項目及び水素イオン濃度（水素指数）の項目についての許容限度は、排水量が３０立方メートル以上５０立方メートル未満である特定事業場にあつては排水基準を定める省令（昭和４６年総理附令第３５号。以下「省令」という。）で定める許容限度とし、排水量が

鉱油類 動植物油脂類

100(80) 110(90) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

100(80) 100(80) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

80(60) 80(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― (500)

100(80) 100(80) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

指定区域 80(60) 110(90) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他の区域 120(90) 130(100) 150(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

301人未満のもの 80(60) 110(90) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

301人以上のもの 40(30) 70(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

40(30) 70(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

40(30) 70(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

80(60) 110(90) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

40(30) 70(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

40(30) 70(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

80(60) ― 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

25(20) ― 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

100(80) 100(80) 150(120) 4 ― 1 ― ― ― ― ― ―

60(50) 60(50) 90(70) 2 20 1 ― ― ― ― ― ―

35(25) 35(25) 50(40) 1.5 15 1 ― ― ― ― ― ―

20(10) 20(10) 40(30) 1.5 15 1 ― ― ― ― ― ―

25(20) 25(20) 60(40) ― ― ― ― ― ― ― ―

25(20) 25(20) 60(40) 1 5 0.1 0.5 1.5 2 2 0.6 (200)

25(20) 25(20) 60(40) 1 5 0.1 0.5 1.5 2 2 0.6 (200)

25(20) 50(40) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

25(20) 60(50) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

25(20) ― 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

40(30) 40(30) 50(40) 1 5 0.1 0.5 1.5 2 2 0.6 (200)

30(20) 30(20) 40(30) 1 5 0.1 0.5 1.5 2 2 0.6 (200)

20(10) 20(10) 30(20) 1 5 0.1 0.5 1.5 2 2 0.6 (200)

浮遊物質量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

化学的酸素要

求量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

生物化学的酸

素要求量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

大腸菌数

〔単位１ミリ

リットルにつ

きコロニー形

成単位〕

クロム含有量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

溶解性マンガ

ン含有量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

溶解性鉄含有

量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

亜鉛含有量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

銅含有量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

フェノール類

含有量

〔単位１リッ

トルにつきミ

リグラム〕

ノルマルヘキサン抽出物質

含有量

〔単位１リットルにつきミ

リグラム〕

既

設

特

定

事

業

場

区分

許容限度

排水量1,000立方メートル以上5,000立方メートル未満のもの

排水量5,000立方メートル以上10,000立方メートル未満のもの

排水量10,000立方メートル以上のもの

昭和49年４月１日か

ら昭和56年５月31日

までに設置したもの

昭和56年６月１日以降に設置したもの

処理対象人

員501人以

上のもの

指定区域

その他の区域
処理対象人員2,000人未満のもの

処理対象人員2,000人以上のもの

排水量100立方メートル以上400立方メートル未満のもの

排水量400立方メートル以上のもの

処理対象人

員201人以

上501人未

満のもの

そ

の

他

の

特

定

事

業

場

旅館その他の宿泊所

医療業

研究、試験、検査等の業務用の施設

し尿処理施設
し尿浄化槽

その他のもの

下水道終末処理施設

その他の業種又は施設

排水量100立方メートル未満のもの

その他のもの

下水道終末処理施設
中級処理のもの

高級処理のもの

その他の業種又は施設

排水量1,000立方メートル未満のもの

と畜場

研究、試験、検査等の業務用の施設

し尿処理施設 し尿浄化槽
昭和49年３月31日以

前に設置したもの

旅館その他の宿泊所

医療業
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５０立方メートル以上である特定事業場にあつてはこの表の規定による許容限度の定めがないものとする。 
８ 「既設特定事業場」とは次に掲げる特定事業場をいい、「その他の特定事業場」とは既設特定事業場以外の特定事業場をいう。 

(１) 昭和４９年４月１日において、昭和４９年改正政令の規定による改正前の政令別表第１に掲げる特定施設を設置している者の当該特定施設を設置している特定事業場 
(２) 昭和５１年４月１日において、昭和４９年改正政令の規定により政令別表第１に追加された特定施設のみを特定施設として設置している者の当該特定施設を設置している特定事業場 
(３) 昭和６３年４月１日において、昭和５１年改正政令、昭和５４年改正政令、昭和５６年改正政令及び昭和５７年改正政令の規定により政令別表第１に追加された特定施設のみを特定施設として設置している者の当該特定施設を設置している特定事業場 
(４) 平成３年１１月１日において、平成２年改正政令の規定により定められたみなし指定地域特定施設のみを特定施設等として設置している者の当該みなし指定地域特定施設を設置している特定事業場 
(５) 備考６に規定する特定施設等のみを特定施設等として設置している者の当該特定施設等を設置している特定事業場 

９ 「排水量」とは、１日当たりの平均的な排出水の量をいう。 
10 「中級処理のもの」とは高速散水濾床法、モディファイド、エヤレーション法その他これらと同程度に処理することができる方法により下水を処理するものをいい、「高級処理のもの」とは活性汚泥法、標準散水濾床法その他これらと同程度に処理することができる方法により下水を処理する

ものをいう。 
11 「指定区域」とは、昭和４９年３月３１日において建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第３２条第１項の規定に基づき特定行政庁が衛生上特に支障があると認めて規則で指定する区域をいう。 
12 （ ）内の数値は、日間平均値を示す。 

 

＜参考＞ 「１日の排出水の平均的な汚染状態」及び「１日当たりの平均的な排出水の量」について 
 

生活環境項目の生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）、化学的酸素要求量（ＣＯＤ）、浮遊物質量（ＳＳ）、大腸菌数、窒素含有量及び燐含有量の項目については、「日間平均値」による許容限度が定められています。 

「１日の排出水の平均的な汚染状態（日間平均値）」とは、「１日の操業時間内において排出水を３回以上測定した結果の平均値をいい、この場合、操業開始直後および操業終了直前において排出水が排出されている時点を必ず含むものとします。なお、終日操業している場合は、１日につき夜
間を含め３回以上測定する。」ものとされています。 

 

「１日当たりの平均的な排出水の量（日平均排水量）」とは、通常の操業下における排出水の量（通常の排水量）をいい、次により算定します。 

① 正常に操業している時点において１日１回、週３回以上操業状態が異なる時期を含むようにして流量測定を行い、次式により求めた量とします。なお、季節的に大幅に排水量が変動する場合は、通常の操業時期を対象とします。 

Ｑ＝（ｑ１ｔ１＋ｑ２ｔ２＋・・・＋ｑｎｔｎ）／ｎ 
 
Ｑ：１日当たりの平均的な排出水の量（ｍ３／日） 

ｑｎ：実測流量（ｍ３／秒） 

ｔｎ：ｑｎの測定を行った日の実質操業時間（秒） 

ｎ：測定回数 

 

② 年間を通じてほぼ恒常的な操業を行い、かつ使用水が水道のみの場合は、①にかかわらず、次式によることができます。 

Ｑ＝（ＱＴ－Ｑ０）／ｎ 
 
ＱＴ：１か月間の水道使用量 

Ｑ０：製造過程等で明らかに消費される水量（実測若しくは、生産量によって明らかに消費水量が把握できる場合に限る。） 

ｎ：１か月間の操業日数 
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＜参考＞ 「特定施設等となった日」 
 

水質汚濁防止法施行令の改正等により、法規制対象に追加されたものは下表のとおりです。 

政令の名称 政令施行日 
特定施設 

番号等 

業種又は施設の区分等 

（区分の詳細は、施行令別表第１を参照してください。） 

昭和47年 

政令第３４６

号 

昭和４７年10月１日 １の２ 畜産農業又はサービス業 

昭和49年 

政令第３６３

号 

昭和49年12月１日 

６６の３ 旅館業 

７１の２ 
研究、試験、検査等の業務用の施設 

（対象として、専修学校が昭和 51年 1月３日に追加） 

１９ リ 
紡績業又は繊維製品の製造業若しくは加工業 

（リ：のり抜き施設）、イ～チは当初政令時からすでにあり 

昭和51年 

政令第１２２

号 

昭和51年６月１日 

６４の２ 水道施設 

６９の２ 中央卸売市場 

昭和54年 

政令第１３２

号 

昭和54年５月10日 

６８の２ 病院（病床数が３００以上） 

７１の３ 

一般廃棄物処理施設 

（平成９年 12 月１日の廃棄物の処理及び清掃に関する法律施

行令改正に伴い特定施設の範囲が拡大） 

昭和56年 

政令第３２７

号 

昭和57年１月１日 

１８の２ 冷凍調理食品製造業 

１８の３ たばこ製造業 

２１の２ 一般製材業又は木材チップ製造業 

２１の３ 合板製造業 

２１の４ パーテイクルボード製造業 

２３の２ 新聞業、出版業、印刷業又は製版業 

５１の２ 工業用ゴム製品製造業 

５１の３ 医療用ゴム製品製造業 

６３の２ 空きびん卸売業 

７０の２ 自動車分解整備事業 

７１の４ イ 
産業廃棄物処理施設(平成９年 12 月１日の廃棄物の処理及び清

掃に関する法律施行令改正に伴い特定施設の範囲が拡大） 

昭和57年 

政令第１５７

号 

昭和57年７月１日 ６９の４ 地方卸売市場 

昭和63年 

政令第２５２

号 

昭和63年10月１日 

６６の４ 共同調理場（総床面積５００ｍ２未満除く） 

６６の５ 弁当仕出屋又は弁当製造業（総床面積３６０ｍ2未満除く） 

６６の６ 飲食店（総床面積４２０ｍ2未満除く） 

６６の７ 
そば店、うどん店、すし店等の飲食店（総床面積６３０ｍ2未満

除く） 

６６の８ 
料亭、バー、キャバレー、ナイトクラブ等の飲食店（総床面積

１、５００ｍ２未満除く） 
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平成２年 

政令第２６６

号 

平成３年４月１日 指定地域特定施設 ２０１人以上５００人以下のし尿浄化槽 

平成３年 

政令第２４０

号 

平成３年10月１日 

７１の５ 
トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン又はジクロロメタ

ンによる洗浄施設（ジクロロメタンに係るものを除く） 

７１の６ 
トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン又はジクロロメタ

ンの蒸留施設（ジクロロメタンに係るものを除く） 

平成10年 

政令第１７３

号 

平成10年６月17日 ７１の４ ロ 

産業廃棄物処理施設 

（Ｈ12．10.1の廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令改正

に伴い特定施設の範囲が拡大） 

平成11年 

政令第４１２

号 

平成12年３月１日 

７１の５ 
トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン又はジクロロメタ

ンによる洗浄施設（ジクロロメタンに係るもののみ） 

７１の６ 
トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン又はジクロロメタ

ンの蒸留施設（ジクロロメタンに係るもののみ） 

平成13年 

政令第２０１

号 

平成13年７月１日 ６３の３ 
石炭を燃料とする火力発電施設 

 

平成24年 

政令第 147

号 

平成24年５月25日 

３８の２ 
界面活性剤製造業の用に供する反応施設（1,4-ジオキサンが発

生するものに限り、洗浄装置を有しないものを除く。） 

６６の２ 
エチレンオキサイド又は 1,4-ジオキサンの混合施設（前各号に

該当するものを除く。） 

（注）４７ニ、４９、５０、５６号は有害物質を使用するものに限られます。 

 有害物質に追加された日 

 ①昭和50年３月１日（ポリ塩化ビフェニル） 

②平成10年 10月１日（トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン） 

③平成６年２月１日（ジクロロメタン、四塩化炭素、１,2－ジクロロエタン、1,1－ジクロロエチレン、シス－1,2

－ジクロロエチレン、1,1,1－トリクロロエタン、1,1,2－トリクロロエタン、1,3－ジクロロプロペン、チウラム、

シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン） 

④平成13年７月１日（ほう素、ふつ素、アンモニア・アンモニウム化合物・亜硝酸化合物及び硝酸化合物） 

⑤平成24年５月25日（トランス－1,2－ジクロロエチレン、塩化ビニルモノマー、1,4‐ジオキサン） 
 

兵庫県上乗せ基準は、法令改正により新たに規制対象となった事業場について、６か月間の排水基準適用猶予 

等、「既設特定事業場」の特別許容限度値等を定めています。 
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３ 兵庫県条例が定める排水基準（特定事業場以外の工場・事業場（畜産業に係るものを除く）） 
＜環境の保全と創造に関する条例の規定に基づく工場等における規制基準（平成８年兵庫県告示第 542 号
別表第5 排出基準＞     

項   目   等 許容限度 

 
健
康
項
目 

カドミウム及びその化合物 １リットルにつきカドミウムとして０．０３ミリグラム 

シアン化合物 １リットルにつきシアンとして１ミリグラム 

有機りん化合物 １リットルにつき１ミリグラム 

鉛及びその化合物 １リットルにつき鉛として０．１ミリグラム 

六価クロム化合物 １リットルにつき六価クロムとして０．２ミリグラム 

ひ素及びその化合物 １リットルにつきひ素として０．１ミリグラム 

水銀及びアルキル水銀その他の化合物 １リットルにつき水銀として０．００５ミリグラム 

アルキル水銀化合物 検出されないこと。 

ポリクロリネイテッドビフェニル（別名 PCB） １リットルにつき０．００３ミリグラム 

トリクロロエチレン １リットルにつき０．１ミリグラム 

テトラクロロエチレン １リットルにつき０．１ミリグラム 

ジクロロメタン １リットルにつき０．２ミリグラム 

四塩化炭素 １リットルにつき０．０２ミリグラム 

１，２－ジクロロエタン １リットルにつき０．０４ミリグラム 

１，１－ジクロロエチレン １リットルにつき１ミリグラム 

シス－１，２－ジクロロエチレン １リットルにつき０．４ミリグラム 

１，１，１－トリクロロエタン １リットルにつき３ミリグラム 

１，１，２－トリクロロエタン １リットルにつき０．０６ミリグラム 

１，３－ジクロロプロペン １リットルにつき０．０２ミリグラム 

ﾃﾄﾗﾒﾁﾙﾁｳﾗﾑｼﾞｽﾙﾌｨﾄﾞ（別名 チウラム） １リットルにつき０．０６ミリグラム 
2-ｸﾛﾛ-4,6-ﾋﾞｽ(ｴﾁﾙｱﾐﾉ)-S-ﾄﾘｱｼﾞﾝ 
(別名 シマジン) 

１リットルにつき０．０３ミリグラム 

S-4-ｸﾛﾛﾍﾞﾝｼﾞﾙ=N,N-ｼﾞｴﾁﾙﾁｵｶﾙﾊﾞﾏｰﾄ 
（別名 チオベンカルブ） 

１リットルにつき０．２ミリグラム 

ベンゼン １リットルにつき０．１ミリグラム 

セレン及びその化合物 １リットルにつきセレンとして０．１ミリグラム 

ほう素及びその化合物 

海域以外の公共用水域に排出されるものにあっては、 
１リットルにつき１０ミリグラム 
海域に排出されるものにあっては、 
１リットルにつき２３０ミリグラム 

ふっ素及びその化合物 

海域以外の公共用水域に排出されるものにあっては、 
１リットルにつき８ミリグラム 
海域に排出されるものにあっては、 
１リットルにつき１５ミリグラム 

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化
合物及び硝酸化合物 

１リットルにつきアンモニア性窒素に０．４ を乗じたもの、
亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量１００ミリグラム 

１，４－ジオキサン １リットルにつき０．５ミリグラム 

 
一
般
項
目 
 

水素イオン濃度（水素指数） 海域以外の公共用水域に排出されるものにあっては、 
５．８以上８．６以下 
海域に排出されるものにあっては、５．０以上９．０以下 

生物化学的酸素要求量 １リットルにつき１００ミリグラム（日間平均80 ﾐﾘｸﾞﾗﾑ） 

化学的酸素要求量 １リットルにつき１００ミリグラム（日間平均80 ﾐﾘｸﾞﾗﾑ） 

浮遊物質量 １リットルにつき９０ミリグラム（日間平均 70 ﾐﾘｸﾞﾗﾑ） 

ノルマルヘキサン抽出 
物質含有量 

鉱油類 １リットルにつき５ミリグラム 

動植物油脂類 １リットルにつき２０ミリグラム 

フェノール類含有量 １リットルにつき５ミリグラム 

クロム含有量 １リットルにつき２ミリグラム 

溶解性鉄含有量 １リットルにつき１０ミリグラム 

溶解性マンガン含有量 １リットルにつき１０ミリグラム 

銅含有量 １リットルにつき３ミリグラム 

亜鉛含有量  １リットルにつき２ミリグラム 

大腸菌数 日間平均１ミリリットルにつき８００コロニー形成単位 
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備考 

１ この排出基準は、公共用水域に排水を放流する工場等（水質汚濁防止法施行令（昭和 46年政令第 188号）

別表第１に掲げる特定施設及び同令第３条の２に規定される指定地域特定施設を設置する工場等並びに畜

産業に係る工場等を除く。）について適用する。 

 ２ 生物化学的酸素要求量についての排出基準は、海域及び湖沼に排出される排水には適用しない。 

３ 化学的酸素要求量についての排出基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域（漁業法（昭和 24年法律第

267号）第 109条第２項に規定される瀬戸内海の海域に流入するものを除く。）に排出される排出には適

用しない。 

４ 「検出されないこと。」とは、５に掲げる方法により排水の汚染状態を測定した場合において、当該検

定方法の定量限界を下回ることをいう。 

５ この表に掲げる項目に係る数値の検定は、排水基準を定める省令第２条に基づき環境大臣が定める方法

（排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る検定方法（昭和 49年環境庁告

示第 64号））によるものとする。 

 
 

４ その他の基準 

 

○特定地下浸透水に関する基準 

①特定地下浸透水が有害物質を含むものとしての要件（排水を地下浸透させる際の基準） 

→水質汚濁防止法施行規則第６条の２の規定に基づく環境大臣が定める検定方法  

（平成元年環境庁告示第39号） 

  

②浄化基準（地下水の水質浄化命令に係る基準）  

→水質汚濁防止法施行規則 別表（法第14条の３第1項、規則第９条の３関係） 

     

○環境基準 https://www.env.go.jp/kijun/index.html 

① 水質汚濁に係る環境基準（昭和46年環境庁告示第59号） 

・人の健康の保護に関する環境基準（健康項目） 

   ・生活環境の保全に関する環境基準（生活環境項目）（河川、湖沼、海域）  

     

② 地下水の水質汚濁にかかる環境基準（平成９年環境庁告示第10号） 

 

③ ダイオキシン類による大気汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環

境基準（平成11年環境庁告示第68号） 

 

④ 土壌の汚染に係る環境基準（平成３年環境庁告示第46号） 
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